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はじめに 

 

関西電力株式会社（以下「当社」という。）は、火力発電の高経年化への

対応、および燃料費の削減による経済性向上の観点から、中長期的に最新鋭

の火力発電所の開発・導入に取り組んでおり、このたび、平成３３年４月１

日から平成３５年７月１日までに供給開始する火力電源１５０万キロワット

を入札により募集します。 

なお、当社（入札実施会社）は自社応札いたしません。 

 

この火力電源入札募集要綱（以下「本要綱」という。）では、当社の募集

する電力の規模と受給開始時期、満たすべき条件、系統の連系制約に関する

情報、本要綱に定める諸条件を満たす火力電源入札に対する事業提案書（以

下「提案書」という。）の作成要領、プロジェクトの評価方法等について説

明します。また、落札後の権利義務関係等につきましては、本要綱に添付す

る電力受給契約書（ひな型）（以下「受給契約書（ひな型）」という。）を

併せて参照してください。 

 

応札者（使用語句説明に定める応札者をいう。以下同じ。）は、本要綱を

熟読のうえ、提案書を作成してください。 

 

当社は、当社のお客さまの利益につながる、低廉で確実性、安定性の高い

プロジェク卜の提案を期待します。皆様からの提案をお待ちしています。 
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１．一般注意事項 

 

（１）当社は、本要綱に定める募集条件等に基づき、原則１５年の期間にわ

たって、安定的に継続して電力供給ができる事業者を入札により募集し

ます。入札によって手当される電源は、当社の電力供給、コスト低減に

寄与することが期待されますので、応札者が提案書で明らかにするプロ

ジェクトの評価にあたっては、入札価格が低いことが重要な要素となり

ますが、この経済的要素に加え、応札者の電源は当社の供給力となるこ

とから、プロジェクトの確実性、需給運用の弾力性等も重要な要素とな

ります。 

 

（２）当社は、既設あるいは新設の発電設備を日本国内に有する、本要綱の

条件を満たす事業者からの提案を受け付けます。当社ヘの応札を希望さ

れる事業者は、提案書を火力電源入札に対する事業提案書の提案様式

（以下「様式」という。）に則って作成のうえ、当社に提出してくださ

い。 

 

（３）各プロジェク卜の優劣は、本要綱で明らかにする評価方法に従って評

価します。このためにも、応札者が提案書を作成する際には、本要綱を

熟読のうえ、提案書に不備や遺漏等がないよう十分注意してください。 

 

（４）各プロジェク卜の審査過程において、当社が全ての応札者と提案書内

容の不明確、不明瞭な箇所について確認することはできませんので、提

案書は読みやすく分かりやすいものを作成してください。 

 

（５）応札段階で不確定要素がある場合（関係許認可、融資条件等）は、そ

の不確定要素が確定する条件および時期等について、できる限り詳細に

提案書の中で明らかにしてください。 

 

（６）応札者が提案書に記載する会社名には、正式名称を使用してください。

当社の入札に参加する事業主体者は、日本国において法人格を有するも

のとします。 

応札者は、ジョイン卜・ベンチャー等のグループで応札することも可

能ですが、グループ各社が日本国において法人格を有するものとします。

グループで応札する場合には、提案書において参加企業全ての会社名お

よび所在地を明らかにするとともに、当社の窓口となる代表企業を明示
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してください。この場合は、全ての参加企業が連帯してプロジェクトの

全責任を負うものとします。 

 

（７）当社は、本要綱に基づき落札候補者（使用語句説明に定める落札候補

者をいう。以下同じ。）を決定した後、評価報告書案を中立的機関（使

用語句説明に定める中立的機関をいう。以下同じ。）へ提出します。中

立的機関が本要綱に基づいた評価が行われていると認めた場合に、当社

は落札候補者を落札者（使用語句説明に定める落札者をいう。以下同

じ。）として決定します。 

 

（８）落札したプロジェクトについて当社と本要綱に基づく電力受給契約

（以下「受給契約」という。）を締結するに至った落札者は、受給契約

締結後１ヶ月以内に、電気事業法第２２条第７項、電気事業法施行規則

第３２条、および電気事業法施行令第９条に従い、経済産業大臣または

落札者の発電設備の設置場所を管轄する経済産業局長に対し、受給契約

に定める供給条件等について届け出ることになります。落札者は、届け

出に必要となるプロジェクトに係る全ての事項について、自己の責任と

負担により対処していただくことになります。 

 

（９）当社または落札者が第三者と合併、会社分割または受給契約に関係の

ある部分を第三者へ譲渡するときは、あらかじめ相手方の承認を受ける

ものとします。なお、受給契約承継の詳細な取り扱いについては、受給

契約書（ひな型）を参照してください。 

 

（10）本入札に係る諸費用、提案書作成に要する費用、受給契約の交渉に要

する費用等、応札者側で発生する諸費用につきましては、全て応札者負

担となります。 

 

（11）提案書は日本語で作成してください。また、提案書で使用する通貨に

ついては円貨を使用してください。添付する書類等も全て日本文が正式

なものとなります。レターや証明書等で原文が外国語である場合は、必

ず原文を提出するとともに和訳を正式な書面として提出してください。 

 

（12）提案書提出後は、提案書の内容を変更することはできません。ページ

の差替え、補足説明資料の追加等も認められません。 
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（13）同一場所で複数の規模あるいは同一発電設備で複数の入札価格を提案

する場合等、各プロジェクトが併存し得ない提案書は、いずれも無効と

なります。同一場所、同一設備からは、原則ひとつのプロジェクトを提

案してください。ただし、同一場所で複数の発電設備（たとえば１号系

列、２号系列など）による応札の場合、各発電設備をそれぞれ異なるプ

ロジェクトとして応札することも可能ですが、この場合、発電設備ごと

の発電電力量を明確に区分できることが必要となります。 

 

（14）応札者は、本要綱に定める諸条件および受給契約書（ひな型）の内容

を全て了解のうえ、当社に提案書を提出してください。 

 

（15）本要綱に基づく受給契約は、全て日本法に従って解釈され、法律上の

効力が与えられるものとします。 
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２．提案書および質問の受付 

 

（１）提案書の提出は、平成２６年７月○○日（上旬予定）から平成２６年

１０月○○日（下旬予定）までの間（土・日・祝日を除く。）の午前１

０時から正午および午後１時から午後４時までとします。以下の当社の

入札担当窓口まで、事前に訪問日時をご連絡のうえ、持参してください。 

 

 

   

 

 

 

 

（２）本要綱の内容に関し、個別の質問がある場合は、下記の当社ホームペ

ージ問合せ専用フォームより受け付けます。なお、提案書提出後の審査

期間中は、審査状況等に関するお問い合せにはお答えできません。 

 

当社ホームページ問合せ専用フォームＵＲＬ 

https://www2.kepco.co.jp 

/w1/cgi-bin/business/partner/thermal/thermal_inq.cgi 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札担当窓口 
関西電力株式会社 

お客さま本部 営業企画部門 電力受給グループ 

住 所 大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

連絡先 ○○○－○○○○―○○○○（手続中） 
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３．募集内容およびプロジェクトが満たすべき要件 

 

（１）募集規模 

１５０万キロワット 

上記の募集規模は各プロジェクトの受給最大電力（使用語句説明に

定める受給最大電力をいう。以下同じ。）の合計値とします。 

 

（２）受給開始基準日 

平成３３年４月１日から平成３５年７月１日までの 

各月の月初（１日）のうち応札者が設定した日 

 

（３）受給期間 

受給開始の日から原則１５年 

受給開始の日から１０～３０年で応札者が１年単位で設定すること    

   も可能とします。 

 

（４）基準利用率 

７０％ 

 

（５）年間受給電力量の設定と年間通告電力量の調整範囲 

受給期間中、年度（使用語句説明に定める年度、年間をいう。以下同

じ。）ごとに当社が設定する年間受給電力量（使用語句説明に定める年

間受給電力量をいう。以下同じ。）は、基準受給電力（使用語句説明に

定める基準受給電力をいう。以下同じ。）に当該年度の年間時間数（使

用語句説明に定める年間時間数をいう。以下同じ。）と基準利用率を乗

じて算出される基準受給電力量（使用語句説明に定める基準受給電力量

をいう。別段の記載がない限り、以下同じ。）を基準に、次のイ）に定

める範囲内で設定し、通知します。また、年間（使用語句説明に定める

年度、年間をいう。以下同じ。）の通告電力量（使用語句説明に定める

通告電力量をいう。以下同じ。）の合計（以下「年間通告電力量」とい

う。）は、次のロ）に定める値とします。 

なお、当社が設定した年間受給電力量が基準受給電力量と異なる場合

は、その理由を応札者に説明します。 

 

イ）年間受給電力量の設定範囲 

年間受給電力量は、可能受給電力量（次式により算定される電力量
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をいう。）を超過しないものとし、次の（イ）および（ロ）の範囲内

で当社が設定します。 

 

可能受給電力量 ＝ 基準受給電力 × 運転可能時間数※ 

※ 当該年度の年間時間数 －（年間停止日数 × ２４時間） 

 年間停止日数は、『８．電力の受給と受給料金の支払い（１）』

により当社が承認した当該年度の停止計画に定める発電設備の

定期検査や補修に要する停止日数とします。 

 

（イ）設定範囲の上限 

年間受給電力量の設定範囲の上限は、基準受給電力に当該年度の

年間時間数を乗じて得た電力量の１０％を、基準受給電力量に加算

した値とします。ただし、当社と応札者との協議により、可能受給

電力量を超えない範囲で、この上限値を超えて年間受給電力量を設

定することを可能とします。 

 

（ロ）設定範囲の下限 

年間受給電力量の設定範囲の下限は、基準受給電力に当該年度の

年間時間数を乗じて得た電力量の２０％を、基準受給電力量から減

じた値とします。ただし、当社と応札者との協議により、この下限

値を下回って年間受給電力量を設定することを可能とします。 

 

ロ）年間通告電力量の調整範囲 

当社は、年間通告電力量を、上記『イ）年間受給電力量の設定範囲』

で設定した年間受給電力量を基準に、基準受給電力に当該年度の年間

時間数を乗じて得た電力量の１０％を超えない範囲で加減した値とす

ることがあります。ただし、年間通告電力量は、上記『イ）年間受給

電力量の設定範囲』で定める年間受給電力量の設定範囲を超えないも

のとします。 

なお、当社と応札者との協議により、上記の範囲を超える通告をす

ることを可能とします。 

また、当社の責めに帰すべき事由（この場合に限り、年間受給電力

量の設定範囲での通告を含みます。）により、年間通告電力量に当社

の責めに帰すことのできない事由により減少した年間通告電力量を加

算した値が、基準受給電力に当該年度の年間時間数を乗じて得た電力

量の６０％を下回る場合で、発電効率が低下するときは、その下回っ
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た範囲において、効率低下に対する補正を行います。補正内容につい

ては協議を行い定めるものとします。 

 

基準 

利用率 
年間受給電力量設定範囲 

年間通告電力量 

調整範囲 

７０％ 
－２０％ ～ ＋１０％ 

（上記範囲外は協議※） 

±１０％ 

（上記範囲外は協議※）

   ※ 年間受給電力量設定範囲および年間通告電力量調整範囲は、可能

受給電力量を超えないものとします。 

 

＜年間受給電力量設定範囲および年間通告電力量調整範囲イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）運転パターン 

   応札者の提案する発電設備については、上記『（５）年間受給電力量

の設定と年間通告電力量の調整範囲』の範囲内で、通告電力量に従って

運転していただきます。標準的な運転パターン（使用語句説明に定める

運転パターンをいう。以下同じ。）は『添付資料（１）運転パターン説

明書』を参照してください。 

 

（７）通告電力量の変更期限 

   当社は、通告変更期限までの間、需給状況を踏まえて、通告電力量を

変更することがあります。この場合、当社は、変更後の通告電力量を応

札者に通告します。 

なお、通告変更期限は当該日の前週月曜日の１７時（週間計画通告期

限の前日）です。 

また、通告変更期限を越えた場合であっても、当社は応札者と当社以
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外の事業者との受給契約に影響のない範囲で、応札者と協議のうえ、通

告電力量を変更することができるものとします。 

 

（８）二酸化炭素排出係数 

応札者は、二酸化炭素排出係数（使用語句説明に定める二酸化炭素排

出係数をいう。以下同じ。）を自ら調整するか、当社にその調整を委ね

るかのいずれかを選択することが可能であり、その取り扱いは、次のイ）

ロ）のとおりとします。 

 

イ）応札者が二酸化炭素排出係数を自ら調整する場合 

受給電力の二酸化炭素排出係数は、当社が指定する値（0.000550ｔ

－ＣＯ₂／ｋＷｈ）（以下「基準排出係数」という。）に調整してい

ただきます。  

この場合、二酸化炭素排出係数の調整に要するコスト（以下「ＣＯ

₂対策コスト」という。）は入札価格に含めてください。 

 

ロ）応札者が当社に二酸化炭素排出係数の調整を委ねる場合 

受給電力の二酸化炭素排出係数は、応札者が設定する受給電力量１

キロワット時の二酸化炭素排出係数（以下「契約排出係数」という。）

を遵守していただきます。 

この場合、ＣＯ₂対策コストは、入札価格に含めないものとし、

『６．（３）イ）ステップ１（判定価格の算定）』により、判定価格

の算定時にて評価します。 

 

なお、受給開始以降に、『イ）応札者が二酸化炭素排出係数を自ら 

調整する場合』で応札者が調整した二酸化炭素排出係数の実績値が、基

準排出係数を超過したとき、または『ロ）応札者が当社に二酸化炭素排

出係数の調整を委ねる場合』で二酸化炭素排出係数の実績値が、契約排

出係数を超過したときの取り扱いについては、『７．（４）二酸化炭素

排出係数の調整』を参照してください。 

 

（９）電源を集約した提案 

複数の電源を集約し、１プロジェクトとして一体的に供給（以下「ア

グリゲーション」という。）するものとして提案することも可能です。

この場合、複数の電源を一体的に取り扱うこととし、複数の電源を集約

する事業者からの応札を可能とします。 
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なお、この場合であっても以下の『（18）系統アクセス』による手続

きについては、電源ごとに申し込みください。 

 

（10）発電余力の活用 

イ）発電余力の活用条件 

本要綱に基づき当社に電力供給を行う電源について、通告電力量が

基準受給電力を２で除した値に相当する電力量を下回る場合、当社へ

の電力供給に支障の生じない限りにおいて、夜間、休日などにおける

発電余力を、当社以外の事業者および一般社団法人日本卸電力取引所

（以下「卸電力取引所」という。）へ売電すること（以下「余力活用」

という。）を可能とします。 

    また、本要綱に基づき電力供給を行う電源について、余力活用する

前提で応札することも可能とします。 

 

ロ）電力量の仕訳に係る順位 

受給地点において、当社への受給電力量を計量する計量装置（記録

型計量器その他計量に必要な付属装置および区分装置等をいう。以下

同じ。）により当社以外の事業者や卸電力取引所へ売電する電力量も

計量する場合は、当該計量について、発電設備を連系する一般電気事

業者が定める託送供給約款に基づき、電力量の仕訳に係る順位（以下

「仕訳順位」という。）を設定する必要があります。 

この場合、当社への受給電力量の仕訳順位は、卸電力取引所の運営

するスポット取引、時間前取引および先渡市場取引に次ぐ最上位かつ

単独の順位としていただきます。ただし、発電設備が自動周波数制御

（以下「ＡＦＣ」という。）機能や運転基準出力指令装置（以下「Ｏ

ＴＭ」という。）を具備し、当社が出力変動を要請している時間帯に

ついては、最下位かつ単独の順位としていただきます。 

なお、当社以外の事業者へ供給する場合（余力活用は除く。）の仕

分順位は、同順位とすることも可能です。 

 

（11）立地する地点 

応札者の提案する発電設備を立地する地点は、当社に供給可能な地点

であれば、当社の管内（使用語句説明に定める管内をいう。以下同

じ。）、管外（使用語句説明に定める管外をいう。以下同じ。）を問い

ません。 
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（12）プロジェクトの規模 

   応札者の提案するプロジェクト１件あたりの規模（受給最大電力）は、

１,０００キロワット以上とし、１キロワット単位で設定してください。 

   管外のプロジェクトの場合は、発電設備を連系する一般電気事業者    

および送電経路上の一般電気事業者の託送供給約款ならびに一般社団法

人電力系統利用協議会（以下「ＥＳＣＪ」という。）のルールに従って、

規模（受給最大電力）の単位を設定してください。 

 

（13）同一場所での複数発電機の一括提案 

同一場所で複数の発電機（たとえば１号系列、２号系列など）を１つ

のプロジェクトとして提案する場合、平成３３年４月１日から平成３５

年７月１日までの期間内で、発電機ごとの運転開始時期に合わせて、月

単位で段階的に受給開始基準日を定め、受給電力を段階的に増加して応

札することも可能です。 

詳細については、『添付資料（12）同一場所での複数発電機の一括提

案における受給電力の取り扱い』を参照してください。 

 

（14）発電設備の安定性および技術的信頼性 

   応札者の提案する発電設備は、受給期間を通じて安定的に運転できる

発電設備であることとします。また、応札者が発電実績を有すること、

または発電実績を有する者の技術的支援等により、電力供給を継続的に

行ううえでの技術的信頼性が確保されていることとします。技術的信頼

性の確保については『様式－１７．火力発電設備の運転実績』により確

認します。 

 

（15）発電設備が準拠すべき基準 

   応札者の提案する発電設備については、電気事業法、計量法、環境関

連諸法令等、発電事業に関連する諸法令等を遵守していただきます。詳

細については『添付資料（２）発電設備が準拠すべき基準等』を参照し

てください。 

 

（16）発電設備の機能 

   応札者の提案する発電設備は、一般電気事業者の系統連系技術基準に

示す要件・機能を満たすことが条件となります。 

また、応札者の提案する発電設備は、当該設備の最低出力から１０

０％出力までの任意の出力で運転できるようにしてください。ただし、
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余力活用を行う場合は、当社との受給契約の履行に支障のない範囲内で

任意の出力で運転できるようにしてください。 

 

（17）発電設備および燃料種別 

   応札者の提案する発電設備は、既設、新設を問いませんが、火力発電

設備であることが条件となります。使用する燃料については、特に指定

しませんが、受給期間を通じて安定して調達できることが条件となりま

す。 

 

（18）系統アクセス 

イ）管内のプロジェクトの場合 

（イ）応札者の提案する発電設備を当社の系統に連系する場合（応札者

の発電設備を既に当社の系統に連系している場合を含む）、連系す

るために必要な送電、変電および配電設備（以下「系統アクセス設

備」という。）の建設、変更等の工事（以下「アクセス工事」とい

う。）の内容について、系統安定化のために応札者側での実施が必

要な対策を含めた検討（以下「接続検討」という。）を行いますの

で、応札者は、当社送電サービスセンター（以下「当社送電ＳＣ」

という。）に接続検討の申し込みをしていただく必要があります。

具体的な手続きについては、『添付資料（３）系統アクセスに関す

る手続きの流れ』を参照してください。 

 

（ロ）当社送電ＳＣが、接続検討の結果として回答する系統アクセス設

備の概算建設費（以下「アクセスコスト」という。）のうち、電源

線の敷設費用等の工事費（以下「アクセスコスト（特定負担分）」

という。）は、応札者に全額負担していただく費用となります。 

 

（ハ）アクセス工事は、原則として当社が実施することとし、それに必

要な工期を確保できることとします。 

なお、系統アクセス設備のうち、計量装置については、『添付資

料（４）計量装置』により取り扱うものとします。 

 

ロ）管外のプロジェクトの場合 

（イ）応札者の提案する発電設備を当社以外の一般電気事業者の系統に

連系する場合（応札者の発電設備を既に当社以外の一般電気事業者

の系統に連系している場合を含む）、当該一般電気事業者の送配電
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部門へ接続検討申し込みをしていただきます。 

 

（ロ）当該一般電気事業者が接続検討結果として回答するアクセスコス

トのうち、アクセスコスト（特定負担分）は、応札者が全額負担し

ていただく費用となります。 

 

（ハ）アクセス工事は、原則として当該一般電気事業者が実施すること

となりますが、それに必要な工期が確保できることとします。 

 

（ニ）当該一般電気事業者の送配電部門への接続検討申し込みを行う前

に当社送電ＳＣへご相談ください。系統アクセスに関する手続きの

流れ等についてご説明します。 

 

（19）自己責任の原則 

   応札者の提案するプロジェクトに係る環境保全対策、地元合意の取得

および設備の建設等に伴う許認可の取得等は全て応札者の責任と負担で

実施されるものとします。 

 

（20）地方自治体との調整 

   応札者の提案するプロジェクトについて、応札者が応札までに環境保

全対策等について、地方自治体に対し説明を行い、地方自治体との調整

が順調に行われていることが必要となります。 

 

（21）発電設備停止中の所内電力 

   発電設備停止中の所内電力については、当社または当社以外の事業者

からの購入等により、応札者で調達していただきます。 
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４．入札価格 

  

受給期間にわたって発生する総発電コストを、受給開始時点に時点換算

し、その総額に割引率を考慮したうえで受給期間に均等に配分し、年間の

料金を基準受給電力量（使用語句説明の定めに係らず、「基準受給電力×

８,７６０時間×基準利用率７０％」とする。）で除した値（以下「受給

期間均等発電単価」という。）が入札価格となります。 

また、入札価格は、『３．募集内容およびプロジェクトが満たすべき要

件』に定める要件を満たすうえで必要な費用および『６．（２）ロ）非価

格要素』で応札者が選択した評価要素を満たすうえで必要な費用を全て含

めていただき、実際に要する費用に基づいた価格としてください。 

入札価格の計算の仕方については、『添付資料（５）入札価格と受給料

金の算定方法』および『様式－４．入札価格計算書』を参照してください。 

 

（１）『添付資料（３）系統アクセスに関する手続きの流れ』により、事前

の接続検討により判明したアクセスコストのうち、アクセスコスト（特

定負担分）を入札価格の資本費に含めていただきます。応札者が当社以

外の事業者に販売を予定されている場合は、アクセスコスト（特定負担

分）について、販売の割合等に応じた費用を設定することも可能です。  

上位系統の増強等に要する費用（以下「アクセスコスト（一般負担

分）」という。）は、評価時に考慮するため、入札価格に含めないでく

ださい。 

 

（２）入札価格には、発電設備停止中に要する費用および二酸化炭素排出係  

数を応札者で調整する場合のＣＯ₂対策コストも含めていただきます。 

 

（３）燃料本体費、燃料関係諸費は、基準受給電力量（使用語句説明の定め

に係らず、「基準受給電力×８,７６０時間×基準利用率７０％」とす

る。）に基づき、毎年同額としてください。 

 

（４）入札価格には、事業税（収入金課税の場合）および消費税等相当額を

含めないでください。 

 

（５）「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置  

法」でバイオマスを燃料とした再生可能エネルギー発電設備の認定を受

ける場合は、同法に基づく特定契約を締結するとともに、受給契約に関
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する必要な事項について協議のうえ、定めることとしますので、発電設

備全ての費用を含めてください。 

 

（６）入札価格には、エスカレーション率は考慮いたしませんが、受給開始

後の料金支払い時には、『添付資料（５）ハ）受給料金の調整方法』に

より運転維持費、燃料本体費、燃料関係諸費についてエスカレーション

率補正を行います。 
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５．財産・保安責任分界点 

 

アクセス工事の施工区分の財産分界点および保安責任分界点について、

標準的な例を『添付資料（７）系統アクセス設備の財産・保安責任分界点

（例）』および『添付資料（８）通信設備の財産・保安責任分界点（例）』

に示しますので参照してください。詳細な内容については当社の「系統ア

クセス検討に関する通達」によるものとし、以下の当社ホームページをご

確認ください。 

 

  系統アクセス検討に関する通達ＵＲＬ 

     http://www.kepco.co.jp/business/partner/pdf/fairness3.pdf  
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６．評価および落札者決定の方法 

 

（１）スクリーニング 

当社は提出された提案書を入札募集締切後に一斉に開封し、最初にス  

クリーニングします。このスクリーニングで、必要最低条件等を満たし  

ていない提案書は、評価の対象から外されます。当社が行うスクリーニ  

ングの項目は以下のとおりです。 

 

  ① 入札書（様式－１）に応札者の代表者の記名押印がないもの 

  ② 提案書に不備、遺漏、虚偽の記載があるもの 

  ③ 本要綱に定める要件等を満たさないもの（例：最低規模未満等）  

④ アクセス工事の工期が応札者の選択した受給開始基準日に間に合わ

ないもの 

  ⑤ 管外のプロジェクトによる応札で、発電設備を連系する一般電気事

業者による振替供給（使用語句説明に定める振替供給をいう。以下

同じ。）が不可能なもの 

  ⑥ 計画の確実性について明らかに問題があると認められるもの（例：

環境アセスメント工程、建設工程等） 

      

なお、応札プロジェクトの件数、受給最大電力の合計値に加え、業種

別、燃料種別の分布について、当社は入札募集締切後に公表します。 

  

（２）評価要素と配点 

当社がプロジェクトの優劣を判断する際に着目する評価要素には、以

下の『イ）価格要素①～⑤』に記載の価格要素と『ロ）非価格要素⑥』

に記載の非価格要素があります。いずれの要素も評価を点数化します。 

非価格要素については、その対応策の具体的方法について提案書の中

でできるだけ詳細に記載してください。当社が提案書を審査した結果、

応札者が選択した評価要素を実施できないと判断せざるを得ない場合に

は、その評価要素を評価しないことがあります。 

価格要素による評価点と非価格要素による評価点を合計して総合評価

点を算出します。総合評価点は、１，０００点満点とします。 

価格要素と非価格要素の配点を以下に示します。 
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  イ）価格要素 

評価項目 内容 点数 

①入札価格 
応札者が算定する受給期

間均等発電単価 

『６．（３）ハ）ステッ

プ３（評価額の算定）』

で算定される評価額と、

応札プロジェクトの中で

最も安価な評価額との乖

離率に、配点（９７０

点）を乗じた値 

②ＣＯ₂対策コ

スト評価 

二酸化炭素排出係数を調

整するために要する１キ

ロワット時あたりの費用

（当社が調整する場合）

③需要地近接

性評価 

▲２７銭／ｋＷｈ（当社

指定地域） 

④アクセスコ

スト（一般負

担分）評価 

アクセスコスト（一般負

担分）の均等化年経費を

基準受給電力量（使用語

句説明の定めに係らず、

「基準受給電力×８,７

６０時間×７０％」とす

る。）で除した値（当社

で算定評価を行う。） 

⑤振替供給評

価 

振替供給に発生する電力

損失率および振替供給に

必要な料金 

合 計 価格要素評価配点 ９７０点 

 

  ロ）非価格要素 

 

 

 

  

評価項目 内容 点数 

⑥需給運用の

弾力性 
需給運用への貢献を評価

『６．（３）ホ）ステッ

プ５（非価格要素の評

価）』で加点された値 

合 計 非価格要素評価配点 ３０点 
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（３）落札者決定までの手順 

イ）ステップ１（判定価格の算定） 

  まず、以下に示すところにより、判定価格を算定します。 

管内のプロジェクトの場合における判定価格は、次式のとおり、入

札価格にＣＯ₂対策コスト評価を加え、応札者の提案する発電設備が立

地する地点に応じて需要地近接性評価を加味した価格とします。 

 

＜管内のプロジェクトの場合＞ 

判定価格 ＝（①入札価格＋②ＣＯ₂対策コスト評価 

＋③需要地近接性評価）÷（１－事業税率※）

  ※ 事業税率は１．３０１５％とします。 

 

管外のプロジェクトの場合における判定価格は、次式のとおり、入

札価格にＣＯ₂対策コスト評価を加えた価格とします。 

 

＜管外のプロジェクトの場合＞ 

判定価格 ＝（①入札価格＋②ＣＯ₂対策コスト評価） 

÷（１－事業税率※）

  ※ 事業税率は１．３０１５％とします。 

 

なお、応札者が自らＣＯ₂排出係数を調整する場合、ＣＯ₂対策コス

トは入札価格に含まれるため、判定価格の算定にあたって加算いたし

ません。 

判定価格の単位は銭単位とし、小数点以下第１位を四捨五入した値

とします。 

 

① 入札価格 

応札者が『添付資料（５）入札価格と受給料金の算定方法』に基 

づき算定した入札価格とします。 

なお、同一系統へ複数の応札があった場合および応札後に当該系統

の状況が変更となった場合等で、アクセス工事の再検討を要し、接続

検討時に回答したアクセスコスト（特定負担分）に変更がある場合は、

『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更による入札価

格の再算定』により入札価格を再算定し、その再算定した値を用いま

す。 

また、アグリゲーションの場合でアクセスコスト（特定負担分）に
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変更があるときは、『添付資料（10）ロ）（イ）アクセスコスト（特

定負担分）の変更による入札価格の再算定』によります。 

 

②ＣＯ₂対策コスト評価 

応札者が当社に二酸化炭素排出係数の調整を委ねる場合は、次式の

とおり、契約排出係数から基準排出係数を差し引いた値に、ＣＯ₂基

準価格を乗じた単価をＣＯ₂対策コスト評価とし、判定価格の算定に

あたって加味します。 

ＣＯ₂対策コスト評価の単位は銭単位とし、小数点以下第１位を四

捨五入した値とします。 

契約排出係数が基準排出係数を下回る場合は、ＣＯ₂対策コストは

負の値となります。 

 

ＣＯ₂対策コスト評価  

＝（契約排出係数※１－基準排出係数※２）×ＣＯ₂基準価格※３ 

※１ 応札者が設定する受給電力量１キロワット時あたりの二酸化炭

素排出係数（ｔ－ＣＯ₂／ｋＷｈ） 

※２ ０．０００５５０ｔ－ＣＯ₂／ｋＷｈ 

※３ １,３８１円／ｔ－ＣＯ₂ 

 

なお、基準排出係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下

「温対法」という。）に基づく政府および地方公共団体実行計画にお

ける温室効果ガス総排出量算定に用いる代替値（平成２４年度実績値）

を採用し、ＣＯ₂基準価格は、発行済み炭素クレジットの代表的な価

格指標である欧州気候取引所（ＥＣＸ：European Climate Exchange）

における認証排出削減量（ＣＥＲ：Certified Emission Reduction）

の先物取引の直近１２月渡し商品等の価格で、京都議定書第一約束期

間（２００８年３月から２０１２年１２月）の各日の終値の平均値を

採用しています。 

  

③需要地近接性評価 

以下の地域に立地する発電設備については、需要地との近接性を評

価し、次の値を判定価格算定にあたって加味します。 

 

           ▲２７銭／ｋＷｈ（税抜き） 
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需要地近接性評価の対象地域 

大阪府のうち、能勢町、豊能町、太子町、河南町、干早赤阪村、岬

町を除く地域 

兵庫県のうち、神戸市、尼崎市、伊丹市、川西市、宝塚市、西宮

市、芦屋市、明石市 

京都府のうち、京都市、宇治市、向日市、長岡京市、大山崎町、久

御山町、八幡市、城陽市 

奈良県のうち、奈良市、生駒市 

 

なお、アグリゲーションの場合は、『添付資料（10）ロ）（ロ）需

要地近接性評価』によります。 

 

ロ）ステップ２（上限価格との比較） 

『イ）ステップ１（判定価格の算定）』で算定した各プロジェクト

の判定価格について、上限価格と比較を行い、上限価格を下回るプロ

ジェクトのみを以降のステップにおける評価対象とします。 

当社は、上限価格を応札締切日の１営業日前までに、中立的機関へ

提出します。 

なお、上限価格は開示しません。 

 

ハ）ステップ３（評価額の算定） 

『ロ）ステップ２（上限価格との比較）』により評価対象となるプ

ロジェクトについて、判定価格から評価額を算定します。 

管内のプロジェクトの場合における評価額は、次式のとおり、判定

価格にアクセスコスト（一般負担分）評価を加えた価格とします。 

 

＜管内のプロジェクトの場合＞ 

評価額  

＝ 判定価格 ＋ ④アクセスコスト（一般負担分）評価 

 

管外のプロジェクトの場合における評価額は、次式のとおり、判定

価格に振替供給に必要な料金および振替損失率を加味した価格としま

す。 
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＜管外のプロジェクトの場合＞ 

評価額  

＝ 判定価格 ÷ （１－⑤振替供給評価（振替損失率）） 

      ＋⑤振替供給評価（振替供給に必要な料金） 

 

なお、管外に連系する電源が含まれるアグリゲーションの場合にお

ける評価額は、『添付資料（10）ロ）（ニ）管外に連系する電源が含

まれる場合の評価額』により算定した価格とします。 

 

④アクセスコスト（一般負担分）評価 

アクセスコスト（一般負担分）は、応札者が発電するために必要な

系統増強費用であることから、次式により算定されるアクセスコスト

（一般負担分）評価を加味します。  

アグリゲーションの場合は、『添付資料（10）ロ）（ハ）アクセス

コスト（一般負担分）評価』によります。 

なお、同一系統へ複数の応札があった場合および応札後に当該系統

の状況が変更となった場合等で、アクセス工事の再検討を要し、接続

検討時に回答したアクセスコスト（一般負担分）に変更がある場合は、

変更後のアクセスコスト（一般負担分）評価を加味します。 

また、管外のプロジェクトについては、評価に加味いたしません。 

   

アクセスコスト（一般負担分）評価 

＝均等化アクセスコスト（一般負担分）※１÷ 基準受給電力量※２ 

※１ アクセスコスト（一般負担分）に変更がある場合は、変更後の

アクセスコスト（一般負担分）により算定します。 

※２ 使用語句説明の定めに係らず、「基準受給電力×８,７６０時

間×基準利用率７０％」とします。 

 

均等化アクセスコスト（一般負担分）については、アクセスコスト

（一般負担分）の内訳に次表の各設備に該当する均等化係数を乗じて

得た金額の合計値とします。 

なお、均等化係数は割引率を２．９％で算定しています。  
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設備 耐用年数 均等化係数 

架空送電設備 ３６年 ０．０４５１２ 

地中送電設備 ２５年 ０．０５６７９ 

変電設備 ２２年 ０．０６２１２ 

通信設備 ２２年 ０．０６２１２ 

計量装置 １５年 ０．０８３１６ 

アクセスコスト（一般負担分）評価の単位は銭単位とし、小数点以

下第１位を四捨五入した値とします。 

 

⑤振替供給評価 

  管外のプロジェクトについては、振替供給により生じる振替損失率

および一般電気事業者間の振替供給に必要な料金を評価に加えます。

振替供給に必要な料金および振替損失率については『添付資料（9）

振替供給に必要な料金および振替損失率』を参照してください。 

 

ニ）ステップ４（価格要素評価点の算定） 

価格要素評価点は、『ハ）ステップ３（評価額の算定）』で算定さ

れた評価額について、応札プロジェクトの中で最も安価な評価額（以

下「基準評価額」という。）を基準とし、次の算式で点数化します。 

 

価格要素評価点 ＝（ 基準評価額 ÷ 評価額 ） 

 × 価格要素評価配点（９７０点）

 

価格要素評価点の単位は点とし、小数点以下第１位を四捨五入した

値とします。 

 

ホ）ステップ５（非価格要素の評価） 

    需給運用の弾力性について以下のとおり評価します。 

    アグリゲーションの場合は、『添付資料（10）ハ）非価格要素の評

価』によって評価します。 

 

   ⑥需給運用の弾力性 

（イ）発電設備の機能 

ガバナフリー機能、ＡＦＣ機能およびＯＴＭ機能の全てを提案

するプロジェクトに対して評価します。 
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機能 配点 

ガバナフリー 

３０点 ＡＦＣ 

ＯＴＭ 

 

設置に関する具体的要件に関しては、『添付資料（11）需給調

整機能に関する具体的要件』を参照してください。 

 

へ）ステップ６（総合評価点の算定） 

『ニ）ステップ４（価格要素評価点の算定）』で算定した価格要素

評価点と『ホ）ステップ５（非価格要素の評価）』で算定した非価格

要素評価点の合計を総合評価点とします。 

 

   

 

 

 

ト）ステップ７（落札候補者の決定） 

『へ）ステップ６（総合評価点の算定）』で算定した各プロジェク

トの総合評価点により、総合評価点の高いプロジェクトから評価順位

を決定します。総合評価点が同点の場合は、価格要素評価点の高いプ

ロジェクトの評価順位を上位とします。価格要素評価点も同点の場合

は当社の募集する規模、プロジェクトの規模、計画の確実性、電力供

給の長期安定性等を総合的に勘案し、評価順位を決定します。 

評価順位が上位のプロジェクトの受給最大電力を累計し、１５０万

キロワットに達するまでのプロジェクトを提案した応札者を落札候補

者とします。また、１５０万キロワットに達する最後のプロジェクト

までの累計が１５０万キロワットを超過する場合は、最後のプロジェ

クトについても落札候補者とします。 

 

  チ）ステップ８（落札者の決定） 

（イ）落札候補者を決定した後、当社は評価報告書案を中立的機関へ提

出します。中立的機関が本要綱に基づいた評価が行われていると認

めた場合に、当社は落札候補者を落札者として決定します。落札者

決定後、当社は全ての応札者に落札したか否かをお知らせします。 

 

総合評価点（１，０００点満点） 

＝ 価格要素評価点（９７０点満点） 

＋ 非価格要素評価点（３０点満点）



 

 

24 

（ロ）同一系統に連系する落札者が複数あった場合の接続検討の結果、

受給開始基準日から１年以内に受給を開始できないことが判明した

場合は落札者としての決定を取り消すことがあります。 

 

（ハ）管外のプロジェクトについては、振替供給の可否等についても確

認を行い、振替供給が不可であった場合は落札者としての決定を取

り消します。 

 

（ニ）上記（ロ）、（ハ）で落札者としての決定を取り消した場合、募

集規模の範囲で応札者の中から新たな落札者を決定することがあり

ます。この場合、『ト）ステップ７（落札候補者の決定）』におい

て落札候補者とならなかった応札者のうち、評価順位が上位のプロ

ジェクトを提案した者から順に落札者とします。 

 

リ）ステップ９（契約協議） 

（イ）本要綱に添付する受給契約書（ひな型）が、落札者と当社の基本

的な契約条件となります。当社は、落札者に契約条件を説明し、落

札者がこの条件を履行できるか否かを確認します。また、当社と落

札者は、受給契約書に定める具体的な受給条件、責任分界点等につ

いて協議します。この結果、双方により契約内容の合意がなされれ

ば、受給契約を締結します。なお、受給契約の締結に至らない場合

は、落札者としての決定を取り消すことがあります。 

 

（ロ）上記（イ）で契約締結に至らず、落札者としての決定を取り消し

た場合、応札者の中から新たな落札者を決定することがあります。

この場合、『ト）ステップ７（落札候補者の決定）』において落札

候補者とならなかった応札者（『チ）ステップ８（落札者の決定）

（ニ）』により落札者となった応札者を除く。）のうち、評価順位

が上位のプロジェクトを提案した者から順に落札者とし、契約協議

を行います。 

 

ヌ）ステップ１０（落札結果の公表） 

（イ）当社は上記『チ）ステップ８（落札者の決定）』で落札者を決定

後、以下の項目を公表します。 

  ① 落札者名 

  ② 受給最大電力の合計値 
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（ロ）当社は、上記『リ）ステップ９（契約協議）』で落札者と受給契

約を締結した後、落札者の機器調達等に支障をきたすことのない適

切な時期に、上記（イ）に加え、以下の項目を公表します。 

  ① 受給最大電力 

② 燃料種別 

③ 落札した入札価格の平均値 

④ ③と上限価格の乖離率    

※ ③および④は、落札者が１社のみの場合は公表いたしません。 
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７．受給料金 

 

（１）受給料金 

   受給料金は、基本料金と電力量料金（二部料金制）で構成し、落札者

が入札価格を算定するにあたり設定した年ごとの費用に基づき算定しま

す。ただし、『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更に

よる入札価格の再算定』および『添付資料（10）ロ）（イ）アクセスコ

スト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定』により当社が入札

価格を再算定した場合は、再算定後の年ごとの費用に基づき受給料金を

算定します。  

各年の固定費を、各年度の月数で按分した値を合計した金額が、当該

年度の固定費となります。その値を当該年度の月数で除した値が、当該

年度の月額の基本料金となります。電力量料金は実績受給電力量（使用

語句説明に定める実績受給電力量をいう。以下同じ。）の１ヶ月の合計

値に可変費単価を乗じた値が月額の電力量料金となります。 

なお、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法」でバイオマスを燃料とした再生可能エネルギー発電設備の認

定を受ける場合は、同法に基づく特定契約を締結するとともに、受給契

約に関する必要な事項について協議のうえ、定めることとします。 
 

（２）アクセスコスト（特定負担分）の精算 

当社は、接続検討時に回答したアクセスコスト（特定負担分）（『添

付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更による入札価格の再

算定』および『添付資料（10）ロ）（イ）アクセスコスト（特定負担分）

の変更による入札価格の再算定』によりアクセスコスト（特定負担分）

を変更した場合は変更後の値）と実際に要した電源線の敷設費用等の工

事費の差額のうち、落札者側に原因がないと当社が合理的に判断した金

額（以下｢工事費負担金精算額｣という。）について、アクセス工事完了

後に年ごとに設定したアクセスコスト（特定負担分）を精算します。 

なお、落札者は、当社が工事費負担金精算額の有無および要因を確認

するために必要な情報等について、当社の求めに応じ開示していただき

ます。 

具体的なアクセスコスト（特定負担分）の精算方法については、『添    

付資料（５）ハ）（ニ）アクセスコスト（特定負担分）の精算』を参照

してください。 
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（３）エスカレーション率による料金の調整 

   固定費のうち、資本費については、事業税が収入金課税の場合のみ、

調整を行います。運転維持費については、毎年実績エスカレーション率

等を勘案し、調整を行います。 

可変費のうち、燃料本体費については、月ごとに燃料の実勢価格を勘

案し、調整を行います。燃料関係諸費については、毎年実績エスカレー

ション率等を勘案し、調整を行います。 

具体的な受給料金の調整方法については、『添付資料（５）ハ）受給

料金の調整方法』を参照してください。 

 

（４）二酸化炭素排出係数の調整 

イ）二酸化炭素排出係数の報告 

落札者は、前年度の受給電力の二酸化炭素排出係数（以下「実績排

出係数」という。）を、その算定根拠と当社が温対法に基づき二酸化

炭素排出係数を算定する際に必要なデータとともに、毎年５月の当社

が指定する期日までに、当社へ報告していただきます。 

 

ロ）二酸化炭素排出係数の精算 

落札者が当社へ報告した実績排出係数（応札時に落札者が自ら二酸

化炭素排出係数を調整することを選択された場合は、調整後の値とし

ます。）が契約排出係数（応札時に落札者が自ら二酸化炭素排出係数

を調整する場合は、基準排出係数とします。）を超過した場合は、次

の（イ）～（ハ）により算定した金額を、当該年度の翌年度の最終月

の基本料金から減額します。なお、受給期間の最終年度については、

別途当社へ当該金額をお支払いいただきます。   

 

（イ）当社が、当該年度の排出係数確定時期までに炭素クレジット等

（温対法に基づく算定・報告・公表制度において、調整後温室効果

ガス排出量の調整に用いることができるもの。以下同じ。）を調達

できた場合は、超過した排出係数に、当該年度の実績受給電力量を

乗じて算出された二酸化炭素排出量（以下「超過排出量」という。）

に対し、当社による炭素クレジット等の調達に要した費用（仲介料、

手数料および当社人件費等を含む）とします。 
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（ロ）当社が、当該年度の排出係数確定時期までに炭素クレジット等を

調達できなかった場合は、超過排出量に炭素クレジット等の市場

価格※を乗じた費用とします。 

 

（ハ）上記（ロ）に定める場合で、契約排出係数（応札時に落札者が自

ら二酸化炭素排出係数を調整する場合は、基準排出係数とします。）

を超過したことにより当社に損害が発生し、その損害額が上記（ロ）

で算定した費用を上回るときは、上記（ロ）で算定した費用と当社

に発生した損害額の差額を、上記（ロ）で算定した費用に加算しま

す。 

 

※  温対法で使用可能な炭素クレジット等の市場価格の平均値（上

記『イ）二酸化炭素排出係数の報告』に定める当社が指定する期

日から排出係数確定時期までの平均価格）としますが、市場の縮

小や廃止等により指標として活用することが適当でないと当社が

合理的に判断した場合は、炭素クレジット等の価格評価方法を見

直し、見直し後の指標を適用します。 

 

ハ）その他 

応札時に二酸化炭素排出係数の調整を当社に委ねることを選択され

た場合であっても、落札後に燃料転換等で実績排出係数が契約排出係

数を超過する場合は、落札者で二酸化炭素排出係数を調整し、実績排

出係数に反映させることが可能です。 

 

（５）料金の支払い 

   受給料金は、受給契約に従って毎月支払います。 

当社の責めに帰すべき事由により、受給料金の支払いが所定の期日ま

でに行われない場合、当社はその期日の翌日から起算して、支払いの日

に至るまで、当該受給料金に年１０％の割合による延滞利息を支払いま

す。 

 

（６）試運転時の料金 

試運転時の料金は、入札価格の燃料本体費および燃料関係諸費を基に、

上記『（１）受給料金』、『（３）エスカレ－ション率による料金の調

整』の電力量料金に準じて算定します。 

なお、管外のプロジェクトの試運転時の料金は、振替供給により当社
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が供給を受けた電力量について、入札価格の燃料本体費および燃料関係

諸費を基に、上記『（１）受給料金』、『（３）エスカレ－ション率に

よる料金の調整』の電力量料金に準じて算定します。 

 

（７）事業税について 

事業税については、地方税法に基づき落札者の発電設備の設置場所を

管轄する地方自治体が規定した条例等により、当該プロジェクトが「収

入金課税」となる場合に限り、当社は事業税相当額を支払います。 

 

（８）その他 

法令および税制の変更等で受給料金を変更すべき場合については、落

札者および当社は誠意をもって協議を行うものとします。
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８．電力の受給と受給料金の支払い 

 

（１）受給契約を締結した落札者は、落札者が設定した受給開始基準日が属

する年度の前年度から、夏季（使用語句説明に定める夏季をいう。以下

同じ。）および冬季（使用語句説明に定める冬季をいう。以下同じ。）

を除く時期において合理的に必要とされる範囲で停止計画を設定し、毎

年１０月の当社が指定する期日までに、将来３ヶ年の発電設備の定期検

査や補修に伴う停止計画を提出していただきます。 

当社が翌年度の停止計画を承認した場合、当社はその内容に基づき、

毎年２月末日までに翌年度の年間受給電力量を決定します。 

落札者は、『３．（５）ロ）年間通告電力量の調整範囲』に定める年

間通告電力量の範囲で、当社の通告に応じて当社に対して通告電力量を

供給し、当社は、通告電力量を引き取り、電力量料金を支払います。 

   

（２）年間通告電力量が、当社の責めに帰すべき事由により、当該年度の年

間受給電力量を基準とした、『３．（５）ロ）年間通告電力量の調整範

囲』に定める年間通告電力量調整範囲の下限値を下回った場合は、その

下回った電力量に対して当該年度の最終月の電力量料金単価の２分の１

を乗じて得られる金額を当該年度の最終月の電力量料金に加算して支払

います。 

 

（３）落札者および当社のいずれの責にも帰すことができない事由で、受給

電力の供給が停止し、または一部が制限される場合は、その事象が発生

した日以降１８０日を上限とし、当社は基本料金を支払います。 
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９．契約保証金とペナルティ 

 

（１）契約保証金（受給契約締結時） 

イ）落札者は、当社と受給契約を締結した後１ヶ月以内に、当社に対し、

受給開始に至るまでの契約履行の担保として、契約保証金を預託して

いただきます。 

なお、この契約保証金の預託は、原則として銀行法に規定される銀

行発行の当社を受取人とする「保証書」（取消不可能で、かつ催告・

検索の抗弁権を有しないものに限る。）の提出により代えることがで

きます。 

契約保証金は、次式により算定される金額とします。金額の単位は

円単位とし、小数点以下を切り捨てます。 

 

契約保証金 

＝ 判定価格※ × 受給最大電力 × ８,７６０時間 

× 基準利用率７０％ × １０％ 

※ 『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更による入 

札価格の再算定』および『添付資料（10）ロ）（イ）アクセスコ

スト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定』により入札

価格を再算定した場合は、再算定後の入札価格により算定した判

定価格とします。        

 

ロ）契約保証金は、受給が開始された場合は、受給開始の日から１ヶ月

以内に落札者に返還します。なお、返還する契約保証金には利息を付

しません。 

 

（２）供給設備の建設・工事の遅延およびアクセス工事の遅延に対するペナ

ルティ 

落札者の実施する当社へ電力を供給するために必要な発電設備および

発電設備から財産分界点までの一切の設備（計量装置を除く。）（以下

総称して「供給設備」という。）の建設・工事の遅延、または当社が実

施するアクセス工事の遅延により、受給開始基準日に受給を開始できな

い場合または受給を開始できないことが事前に判明した場合には、以下

のとおり取り扱います。 

なお、受給契約締結後、供給設備の建設・工事遅延の有無等を当社が

把握するため、落札者は、供給設備の建設工程の進捗を受給契約締結か
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ら６ヶ月ごとに、当社へ報告していただきます。また、当社からの要求

により、落札者に前回の報告から６ヶ月に満たない期間で報告していた

だくことがあります。 

 

イ）供給設備の建設・工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除 

（イ）落札者による供給設備の建設・工事の遅延により、受給開始基準

日までに受給を開始できない場合には、落札者は当社に対して、受

給開始基準日を超過した１日につき、次式により算定される金額を

遅延金として支払っていただきます。遅延金の単位は円単位とし、

小数点以下を切り捨てます。 

    

遅延金 ＝ 契約保証金 ÷ ３６５ 

 

なお、遅延金の支払いは、『７．（５）料金の支払い』に定める

受給料金の支払いに準ずるものとします。 

   

（ロ）落札者による供給設備の建設・工事の遅延により、受給開始基準

日から１年以内に受給を開始できない場合、または受給開始基準日

から１年以内に受給を開始できる見込みがないことが判明した場合

には、当社は、何ら責めを負うことなく、受給契約を解除できるも

のとし、以下のように取り扱います。 

なお、②の遅延金は、①の契約保証金とは別に支払うものとし、

③の補償は、①の契約保証金および②の遅延金の支払いとは別に行

うものとします。 

 

① 当社は上記『（１）契約保証金（受給契約締結時）』の契約保  

証金を返還しません。銀行法に規定される銀行による支払保証

がなされている場合には、それに基づき契約保証金の支払いを

受けます。 

② （イ）の遅延金については、当社が受給開始基準日までに受給

契約を解除した場合、落札者は当社に遅延金の支払いを行わな

いものとし、当社が受給開始基準日を超えて受給契約を解除し

た場合、落札者は当社に当該解除の日までの遅延金を支払うも

のとします。 

③ 落札者は当社が被った通常生ずべき実損害（逸失利益を除く。） 

に対する補償を行うものとします。この補償は、入札価格のう
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ち、キロワット時あたりの固定費価格（『12．提案書に記載す

る事項（２）ト）（ロ）』により提案書に記載された価格とし、

『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更による

入札価格の再算定』および『添付資料（10）ロ）（イ）アクセ

スコスト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定』によ

り入札価格を再算定した場合は、再算定後の固定費価格とす

る。）に基準受給電力量（使用語句説明の定めに係らず、「基

準受給電力×８,７６０時間×基準利用率７０％」とする。）

を乗じ、１２で除した値（以下「入札基本料金」という。）を

１ヶ月分の料金とした場合の、解約時点から始まる８４ヶ月分

の料金を解約時点の価値に換算した金額を上限とします。 

  

ロ）アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除 

（イ）当社の行うアクセス工事の遅延により、受給開始基準日までに受

給を開始できない場合には、当社は落札者に対して、受給開始基準

日を超過した１日につき、次式により算定される金額を遅延金とし

て支払います。遅延金の単位は円単位とし、小数点以下を切り捨て

ます。 

   

遅延金 ＝ 契約保証金 ÷ ３６５ 

 

なお、遅延金の支払いは、『７．（５）料金の支払い』に定める

受給料金の支払いに準ずるものとします。 

  

（ロ）当社の行うアクセス工事の遅延により、受給開始基準日から１年    

以内に受給を開始できない場合または受給開始基準日から１年以内    

に受給を開始できる見込みがないことが判明した場合には、落札者

は、何ら責めを負うことなく、受給契約を解除できるものとし、以

下のように取り扱います。 

なお、②の遅延金は、①の契約保証金とは別に支払うものとし、

③の補償は、①の契約保証金および②の遅延金の支払いとは別に行

うものとします。 

   

① 当社は上記『（１）契約保証金（受給契約締結時）』の契約保 

証金を返還するとともに当該契約保証金に相当する金額を支払

います。なお、返還する契約保証金には利息を付しません。 
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② （イ）の遅延金については、落札者が受給開始基準日までに受

給契約を解除した場合、当社は落札者に遅延金の支払いを行わ

ないものとし、落札者が受給開始基準日を超えて受給契約を解

除した場合、当社は落札者に当該解除の日までの遅延金を支払

うものとします。 

③ 当社は落札者が被った通常生ずべき実損害（逸失利益を除く。）

に対する補償を行うものとします。この補償は、入札基本料金

を１ヶ月分の料金とした場合の、解約時点から始まる８４ヶ月

分の料金を解約時点の価値に換算した金額を上限とします。 

  

ハ）落札者および当社の両者が遅延する場合 

上記『イ）供給設備の建設・工事の遅延に対する損害等の補償と契

約の解除』に定める落札者の供給設備の建設・工事の遅延、および上

記『ロ）アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除』に

定める当社のアクセス工事の遅延が、両者ともに発生した場合は、い

ずれか一方が工事を完了した日を受給開始基準日とみなし、上記『イ）

供給設備の建設・工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除』、

『ロ）アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除』を適

用します。 

ただし、落札者および当社は、落札者の供給設備の建設・工事およ

び当社のアクセス工事の遅延の原因がいずれも相手方の責めに帰すべ

き事由によるものに限定される場合、自己の工事が完了したか否かに

係らず、相手方に対し何ら責めを負うことなく、上記『イ）供給設備

の建設・工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除』または『ロ）

アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除』に基づき、

請求や解除を行えるものとします。 

 

（３）解除・解約権 

  イ）当社の解除・解約権 

（イ）当社は、『（２）供給設備の建設・工事の遅延およびアクセス工

事の遅延に対するペナルティ』に定める場合を除くほか、落札者が

次の各号のいずれかに該当する場合、何ら責めを負うことなく、た

だちに、受給契約を解除・解約することができます。 

 

① 落札者の責めに帰すべき事由により、受給契約に基づく電力受

給を行い得ないと合理的に認められる場合 
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② 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清

算開始等の申立てがあった場合 

③ 強制執行、差押、仮差押、競売等の申立てがあった場合 

④ 手形交換所からの取引停止処分を受けた場合 

⑤ 公租公課の滞納処分を受けた場合 

⑥ ①～⑤のほか、落札者の責めに帰すべき事由により、受給契約

の重要な条項に違反し、当社がその是正を求めるも、落札者が

その是正のための措置を講じようとしない場合、または、６０

日以内にその是正がなされない場合 

 

（ロ）上記（イ）により、受給開始の日より前に受給契約が解除・解約

された場合、以下のように取り扱います。 

なお、②の遅延金は、①の契約保証金とは別に支払うものとし、

③の補償は、①の契約保証金および②の遅延金の支払いとは別に行

うものとします。 

   

① 当社は上記『（１）契約保証金（受給契約締結時）』の契約保

証金を返還しません。銀行法に規定される銀行による支払保

証がなされている場合には、それに基づき契約保証金の支払

いを受けます。 

② 『（２）イ）供給設備の建設・工事の遅延に対する損害等の補

償と契約の解除（イ）』の遅延金については、当社が受給開始

基準日までに受給契約を解除・解約した場合、落札者は当社に

遅延金の支払いを行わないものとし、当社が受給開始基準日を

超えて受給契約を解除・解約した場合、落札者は当社に当該解

除・解約の日までの遅延金を支払うものとします。 

③ 落札者は当社が被った通常生ずべき実損害（逸失利益を除く。）

に対する補償を行うものとします。この補償は、入札基本料金

を１ヶ月分の料金とした場合の、解除・解約時点から始まる８

４ヶ月分の料金を解除・解約時点の価値に換算した金額を上限

とします。 

 

（ハ）上記（イ）により、受給開始の日以降に受給契約が解除・解約さ

れた場合、以下のように取り扱います。 

  なお、①の精算金および②の解約金は解約時点の価値に換算しま

す。 



 

 

36 

 

① 落札者および当社は、解約までの受給料金のうち基本料金

（『７．（３）エスカレーション率による料金の調整』で行う

固定費の調整額を除く。）から、入札基本料金に解約までの月

数を乗じた値を差し引いた金額を精算するものとします。 

② 落札者は当社に対し、受給期間の残存月数（下限１２ヶ月、上

限８４ヶ月とする。）に入札基本料金を乗じた金額を解約金と

して支払うものとします。 

 

  ロ）落札者の解除・解約権 

（イ）落札者は、『（２）供給設備の建設・工事の遅延およびアクセス

工事の遅延に対するペナルティ』に定める場合を除くほか、当社が

次の各号のいずれかに該当する場合、何ら責めを負うことなく、た

だちに、受給契約を解除・解約することができます。 

 

① 受給契約に定める落札者ヘの金銭支払義務を怠り、落札者が相

当な期間を定めて催告してもなお支払わない場合 

② 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清

算開始等の申立てがあった場合 

③ 強制執行、差押、仮差押、競売等の申立てがあった場合 

④ 手形交換所からの取引停止処分を受けた場合 

⑤ 公租公課の滞納処分を受けた場合 

⑥ ①～⑤のほか、当社の責めに帰すべき事由により、受給契約の

重要な条項に違反し、落札者がその是正を求めるも、当社がそ

の是正のための措置を講じようとしない場合、または、６０日

以内にその是正がなされない場合 

 

（ロ）上記（イ）により、受給開始の日までに受給契約が解除・解約さ

れた場合、以下のように取り扱います。 

なお、②の遅延金は、①の契約保証金とは別に支払うものとし、

③の補償は、①の契約保証金および②の遅延金の支払いとは別に行

うものとします。 

 

① 当社は上記『（１）契約保証金（受給契約締結時）』の契約保

証金を返還するとともに当該契約保証金に相当する金額を支払

います。なお、返還する契約保証金には利息を付しません。 
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② 『（２）ロ）アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約

の解除（イ）』の遅延金については、当社が受給開始基準日ま

でに受給契約を解除・解約した場合、当社は落札者に遅延金の

支払いを行わないものとし、当社が受給開始基準日を超えて受

給契約を解除・解約した場合、当社は落札者に当該解除・解約

の日までの遅延金を支払うものとします。 

③ 当社は落札者が被った通常生ずべき実損害（逸失利益を除く。）

に対する補償を行うものとします。この補償は、入札基本料金

を１ヶ月分の料金とした場合の、解除・解約時点から始まる８

４ヶ月分の料金を解除・解約時点の価値に換算した金額を上限

とします。 

 

（ハ）上記（イ）により、受給開始の日以降に受給契約が解除・解約さ

れた場合、以下のように取り扱います。 

なお、①の精算金および②の解約金は解約時点の価値に換算しま

す。 

① 落札者および当社は、解約までの受給料金のうち基本料金

（『７．（３）エスカレーション率による料金の調整』で行う

固定費の調整額を除く。）から、入札基本料金に解約までの月

数を乗じた値を差し引いた金額を精算するものとします。 

② 当社は落札者に対し、受給期間の残存月数（下限１２ヶ月、上

限８４ヶ月とする。）に入札基本料金を乗じた金額を解約金と

して支払うものとします。 

 

＜受給開始後の解約時の精算金・解約金のイメージ＞ 
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精算金 

＝ 解約までの基本料金※ 

－（入札基本料金×解約までの月数） 

    ※『７．（３）エスカレ－ション率による料金の調整』で行う固定

費の調整額は含みません。 

 

解約金 ＝ 入札基本料金 × 受給期間の残存月数※ 

※ 受給期間の残存月数は、下限１２ヶ月、上限８４ヶ月とする。 

 

ハ）落札者および当社の合意解約権 

落札者および当社のいずれか一方にやむを得ない事情が生じた場合、

相手方へ解約の申し出を行い、相手方が承諾することで、当該申出者

は受給契約を解約することができます。 

なお、解約の時期が受給開始後であるときは、原則として７年前ま

でに相手方に申し出るものとします。 

上記により受給契約が解約された場合、当該申出者が落札者である

ときは、『イ）当社の解除・解約権』、当社であるときは、上記『ロ）

落札者の解除・解約権』に定める解約に伴い発生する費用を支払うも

のとします。 
 

（４）通告逸脱ペナルティ（通告超過・未達電力量に対する電力量料金の減

額） 

イ）算定方法 

当社は、３０分あたりの通告電力量と、その通告電力量に対する実

績受給電力量の差が、受給最大電力の３％を２で除した値を超える場

合（以下「通告逸脱」という。）、その逸脱した電力量に対応する料

金を通告逸脱ペナルティとして申し受けます。ただし、通告逸脱の原

因が、落札者の責めに帰すことのできない事由であると当社が合理的

に判断した場合は、通告逸脱ペナルティの対象外となります。通告逸

脱ペナルティの算定方法は以下のとおりです。 
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（イ）通告電力量に対し超過する場合 

通告逸脱ペナルティ 

＝［実績受給電力量 

－（通告電力量＋受給最大電力×３％÷２）］ 

×電力量料金単価（当該月）×１／２ 

 

（ロ）通告電力量に対し不足する場合 

通告逸脱ペナルティ 

＝［（通告電力量－受給最大電力×３％÷２） 

－実績受給電力量］ 

×電力量料金単価（当該月）×１／２ 

     

通告逸脱のペナルティは、３０分ごとに算定のうえ、上記（イ）、

（ロ）をそれぞれ合計して当該月の電力量料金から減額します。 

通告逸脱が多発し、あるいは恒常的であると当社が判断した場合、

当社は『（３）イ）当社の解除・解約権⑥』の場合に該当するもの

として受給契約を解約できるものとします。 

 

ロ）ＡＦＣ、ＯＴＭ使用時の取り扱い 

ＡＦＣ制御運転時における通告逸脱ペナルティの算定方法は以下の

とおりです。 

 

（イ）通告電力量に対し超過する場合 

ＡＦＣ使用時の通告逸脱ペナルティ 

＝［実績受給電力量－（通告電力量＋受給最大電力×３％÷２） 

－ＡＦＣ出力変化幅の１／２に相当する電力量］ 

×電力量料金単価（当該月）×１／２

 

（ロ）通告電力量に対し不足する場合 

ＡＦＣ使用時の通告逸脱ペナルティ 

＝［（通告電力量－受給最大電力×３％÷２） 

－ＡＦＣ出力変化幅の１／２に相当する電力量－実績受給電力量］ 

×電力量料金単価（当該月）×１／２

 

ＯＴＭの使用により出力変動した時間帯は、通告逸脱ペナルティの

対象から除外します。  
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  ハ）管外に連系する場合の取り扱い 

    管外の一般電気事業者の系統へ連系し、振替供給により当社へ供給

する場合の通告電力量と実績受給電力量の差については、当該一般電

気事業者の定める振替に伴う補給電力に関する条件も考慮し、別途通

告逸脱ペナルティを設定します。 

 

（５）余力活用に伴う逸脱ペナルティ（余力活用補償電力量に対する電力量

料金の減額） 

   余力活用に伴い、３０分あたりの通告電力量に対して実績受給電力量

が不足し、その原因が落札者の故意または重大な過失によることが判明

した場合は、通告逸脱ではなく余力活用に伴う逸脱として扱い、当社は

落札者に対して、以下の式により算定される余力活用補償料金を申し受

けます。 

 

余力活用補償料金 

＝ 余力活用補償電力量※１ × 余力活用補償料金単価※２ 

  ※１ 余力活用補償電力量 ＝ 通告電力量 － 実績受給電力量 

  ※２ 余力活用補償料金単価 ＝ 電力量料金単価（当該月）×１．５ 

 

（６）停止ペナルティ（超過停止電力量に対する基本料金の減額） 

イ）当社は、供給設備の事故または定期検査・補修日数の超過等の事由

で、受給電力の供給が停止し、または受給電力の全部もしくは一部の

供給が制限されたと当社が合理的に判断した場合、以下に定める停止

ペナルティを申し受けます。ただし、停止・制限の原因が、落札者の

責めに帰すことのできない事由であると当社が合理的に判断した場合

は、停止ペナルティの対象外となります。 

なお、事故により受給電力の供給が停止し、または受給電力の全部

もしくは一部の供給が制限された場合は、速やかに当社に連絡をいた

だき、その停止状況に応じて当社から通告変更することがあります。 

 

停止ペナルティ 

＝［年間停止電力量※１－（可能受給電力量×３％）］※２  

× 超過停止単価※３

※１ 基準受給電力に停止・制限時間数（小数点以下第２位四捨五入）

を乗じて得た電力量から当該停止・制限期間中の通告電力量（停
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止・制限状況に応じて当社から通告変更した場合は変更後の値）

を差し引いて算定した電力量（以下「停止電力量」という。）を

年度で累積したものをいいます。 

※２ 「年間停止電力量－（可能受給電力量×３％）」により算出した

値が負となる場合は０とします。 

※３ 超過停止単価 ＝ 当該年度の基本料金の年度合計額 

÷ 当該年度の可能受給電力量 

 

ロ）この停止ペナルティは、当該年度の最終月分の基本料金から差し引

きます。 

 

ハ）停止電力量について、落札者が代替供給力を調達し、落札者と当社

が協議により定めた方法により当社へ代替供給された場合は、停止電

力量から代替供給された電力量を差引くものとします。 

 

以上『（１）契約保証金（受給契約締結時）』から『（６）停止ペナ

ルティ』に定める契約保証金およびペナルティ等の詳細な取り決めにつ

いては、本要綱に添付する『受給契約書（ひな型）』を参照してくださ

い。 

 

（７）通告逸脱と事故停止の取り扱い 

通告電力量に対して実績受給電力量が不足した場合（例えば、１０

０％出力相当の通告電力量に対して、９０％出力相当の実績受給電力量

となった場合等。）、それがプラント機能上の通告逸脱によるものか、

事故、故障等により停止したものであるかについては、落札者の報告に

基づき当社が合理的に判断します。 
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10．帰責事由のない場合の免責・契約解除等 

 

（１）履行の中断・遅延に対する免責・契約解除 

イ）落札者および当社は、自己の責めに帰すことのできない事由により、

受給契約の履行の中断もしくは遅延、またはそれに伴う受給契約の解

除・解約に至った場合には、相手方に対してその責めを負わないもの

とします。 

 

ロ）落札者および当社のいずれの責めにも帰すことのできない事由によ    

り、以下の①、②の各号のいずれかに該当した場合、落札者および当

社のいずれも、何ら責めを負うことなく、受給契約を解除・解約する

ことができます。ただし、１年を超過して受給を開始または再開でき

る見込みがある場合は、受給契約継続の協議を行うことができるもの

とし、当該協議が成立した場合は受給契約を継続することができるも

のとします。 

 

① 受給開始基準日から１年以内に受給を開始できない場合、または

受給開始基準日から１年以内に受給を開始できる見込みがない場

合 

② 受給電力の受給が停止し、または受給電力の全部もしくは一部の

受給が制限され、その発生日から１年以内に受給を再開できない

場合、またはその発生日から１年以内に受給を再開できる見込み

がない場合 

 

ハ）上記ロ）により受給開始の日より前に受給契約が解除・解約された

場合、当社は当社に預託されている『９．（１）契約保証金（受給契

約締結時）』の契約保証金を返還します。なお、返還する契約保証金

には利息を付しません。 

 

ニ）上記ロ）により受給開始の日以降に受給契約が解除・解約された場

合、落札者および当社は、解除・解約までに当社が落札者に支払った

受給料金のうち基本料金（『７．（３）エスカレーション率による料

金の調整』で行う固定費の調整額を除く。）から、入札基本料金に解

除・解約までの月数を乗じた値を差し引いた金額を精算します。なお、

精算金は解除・解約時点の価値に換算します。 
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（２）受給開始の遅延に対する免責・契約解除 

上記『（１）履行の中断・遅延に対する免責・契約解除』は、『９．

（２）供給設備の建設・工事の遅延およびアクセス工事の遅延に対する

ペナルティ』については、適用されません。 

ただし、供給設備の建設・工事の遅延またはアクセス工事の遅延が、

以下の①～④の各号のいずれかに該当する場合は相手方に対しその責め

を負わないものとします。また、当該遅延が①～④以外の落札者または

当社の自己の責めに帰すことのできない事由による場合で、かつ当該遅

延に至った当事者の相手方がそれに対する免責を認めた場合は、相手方

に対しその責めを負わないものとします。 

 

① 大地震、洪水、津波等の通常予測できる範囲を超えた天災地変の発  

  生により遅延した場合 

② 内乱、戦争、暴動、破壊活動等の政治的・社会的事象の発生により

遅延した場合 

③ 用地事情等当社の責めに帰すことのできない事由により、アクセス

工事が遅延した場合 

④ 管外のプロジェクトで、振替供給を行う一般電気事業者の都合、そ

の他当社の責めに帰すことのできない事由により、当該振替供給が

行われない場合、または振替供給に係るアクセス工事が遅延した場

合 
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11．受給期間終了後の取り扱い 

 

落札者または当社は、受給期間終了後も当該発電設備を用いて相手方との

間で電力の受給を行うことを希望する場合は、受給期間終了の日の５年前ま

でに、書面により相手方に契約延長の協議を申し出るものとし、当該相手方

は、発電設備を用いた電力供給事業からの撤退、当社への電力供給について

支障が見込まれるほどの発電設備の老朽化等、特別の事情がない限りは協議

に応じるものとします。 

上記に基づき契約延長される場合の受給料金については、受給料金算定諸

元の延長時点での適正な原価に基づき、その他の契約条件については、受給

契約に定める諸条件に基づき、それぞれ落札者と当社で協議のうえ、決定す

るものとします。 

なお、受給期間終了後に落札者は、本発電設備の電力の全部または一部を

当社以外の事業者および卸電力取引所に販売することも可能です。 
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12．提案書に記載する事項 

 

以下の内容に従って作成する提案書には、目次を作成してください。 

 

（１）入札書（様式－１） 

入札書には、応札者の住所、正式名称および代表者氏名を記入のうえ、

代表者印を押印してください。 

 

（２）提案内容（様式－２－１） 

当社の募集条件に従って提案書で提示していただく諸項目は以下のと  

おりです。 

 

イ）発電設備の所在地 

    計画している発電設備の所在地（住所）を記載してください。 

 

  ロ）連絡先 

当社との連絡窓口となる責任者の氏名、住所、郵便番号、所属、メ

ールアドレス、電話番号、ファックス番号を記載してください。 

 

  ハ）受給電力 

応札者が当社に供給する、受給最大電力および基準受給電力をキロ

ワット単位で記載してください。 

 

  ニ）連系開始希望時期 

応札者の発電設備を当社（管外のプロジェクトの場合は当社以外の

一般電気事業者）の系統に連系する時期（試運転を開始する。）を記

載してください。 

 

  ホ）受給開始基準日 

平成３３年４月１日から平成３５年７月１日までの各月の月初（１

日）のうち、いずれかの日を設定してください。 

 

  へ）受給期間 

    受給期間は原則１５年としますが、１０～３０年間で応札者が１年

単位で設定することも可能とします。 
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応札者が受給期間均等発電単価を計算する際には、ここで設定した

受給期間を使用してください。 

 

  ト）入札価格 

  （イ）入札価格およびその内訳を１キロワット時あたりで１銭単位まで

記載してください。下記の（ロ）、（ハ）の合計が入札価格となり

ます。 

なお、入札価格の算定にあたっては、受給期間均等発電単価を

『添付資料（５）入札価格と受給料金の算定方法』により算定して

ください。 

 

  （ロ）入札価格のうち、固定費（資本費、運転維持費）を１キロワット

時あたりで１銭単位まで記載してください。 

また、資本費に含まれるアクセスコスト（特定負担分）を１キロ

ワット時あたりで１銭単位まで記載してください。応札者が当社以

外の事業者に販売を予定されている場合は、アクセスコスト（特定

負担分）について、販売の割合等に応じた費用を設定することも可

能です。 

 

  （ハ）入札価格のうち、可変費（燃料費、燃料関係諸費）を１キロワッ

ト時あたりで１銭単位まで記載してください。 

     入札価格を構成する固定費、可変費は可能な限り、実際のコスト

に基づくよう設定してください。 

   

チ）自家消費分等の区分 

自家消費の有無や当社へ応札する同一の発電設備を活用した、当社

以外の事業者ヘの販売や卸電力取引所への参加について該当する項目

を選択してください。 

 

リ）二酸化炭素排出係数の調整者 

応札者が設定する受給電力量１キロワット時あたりの二酸化炭素排

出係数の調整者（当社または応札者）を選択してください。 

 

  ヌ）事業税相当額の課税標準 

事業税の課税方法について、収入金課税または所得課税を選択して

ください。 
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ル）需給調整機能 

応札者が提案する発電設備で、需給調整機能（ガバナフリー機能、

ＡＦＣ機能およびＯＴＭ機能）の設置の有無について選択してくださ

い。 

   

ヲ）接続検討結果 

当社送電ＳＣまたは当社以外の一般電気事業者の送配電部門が回答

する接続検討結果を添付してください。 

 

ワ）接続供給申込（入札時暫定）受領書 

接続供給申し込み（入札時暫定）の受付時に当社送電ＳＣまたは当

社以外の一般電気事業者の送配電部門が発行する「接続供給申込（入

札時暫定）受領書」を添付してください。 

 

（３）同時最大受給電力および年間の発電可能量（様式－２－２） 

アグリゲーションの場合のみ、受給最大電力の温度条件（集約された      

電源の最大値）において集約された個々の電源から同時に受給すること  

ができる電力の最大値（以下「同時最大受給電力」という。）および年

間の発電可能量を電源ごとに記載してください。 

 

（４）応札者の概要（様式－３） 

   応札者の会社名、業種、本社所在地等を記入してください。 

   計画の主体として、別会社、子会社、ジョイン卜・ベンチャーなどの

設立を計画している場合には、実際に事業を行う主体および構成メンバ

ーについて、それぞれ記載してください。 
 

（５）入札価格計算書（様式－４） 

年ごとに資本費、資本費に含まれるアクセスコスト（特定負担分）、

運転維持費、燃料本体費、燃料関係諸費を設定し、入札価格を計算して

ください。 

なお、年ごとに設定するアクセスコスト（特定負担分）について、応

札者が当社以外の事業者に販売を予定されている場合は、販売の割合等

に応じた費用を設定することも可能です。 

同一場所での複数発電機による一括提案時において発電機の受給を段

階的に行う場合は『添付資料（12）ヘ）入札価格』により算定してくだ
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さい。 

 

（６）プロジェクト全体のスキーム 

イ）プロジェクトの全体工程表（様式－５） 

    計画されているプロジェクトの、応札から受給開始までの詳細なス

ケジュールを提出してください。 

 

  ロ）環境（様式－６） 

  （イ）大気、温排水、一般排水、騒音、振動、産業廃棄物についての環

境保全対策の基本的な考え方を記載してください。 

 

  （ロ）大気汚染防止対策および温排水に関する対策を記載し、併せて実

施する既設の環境保全対策等がある場合には、その内容について記

載してください。 

また、計画に係る大気関係全ての環境規制についての遵守状況を

記載してください。   

 

  （ハ）大気汚染防止対策および温排水に関する対策について、地方自治

体との調整過程における指導状況および調整結果を記載してくださ

い。 

 

  （ニ）環境アセスメン卜等の実施根拠を記載してください。また、環境

アセスメント等の工程を提示するとともに、工程に関する根拠や国、

地方自治体との調整状況および環境アセスメント等の実施内容に関

する国、地方自治体の指導内容を記載してください。 

 

  ハ）ファイナンス（様式－７～１０） 

  （イ）ファイナンスの確実性を担保する書面として、原則として銀行法

に規定される銀行から基本的事項についての覚書（Ｌ／Ｉ）を取得

のうえ、提出してください。 

 

  （ロ）所要金額の調達方法について記載してください。 

 

（ハ）本プロジェクトに係る建設費用の概算内訳について記載してくだ

さい。 
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  （ニ）プロジェクトを合弁形式で計画している場合は、全ての参加企業

の事業参加確約状を提出してください。 

 

なお、上記（イ）、（ロ）、（ハ）、（ニ）の文面は、添付様式に

従って作成のうえ、提出してください。 

 

  ニ）プロジェクト推進母体と権利義務関係（様式－１１） 

  （イ）応札者と当社を中心として、プロジェクトに係る燃料調達先、融

資先、関係会社、親会社、子会社、別会社等関連する各社との権利

義務関係を図示してください。なお、各社との守秘義務契約により

社名等を記載することができない場合は、その理由を明記いただく

ことで匿名とすることも可能です。  

 

  （ロ）応札者が提案するプロジェクトの推進母体として、別会社、子会

社、ジョイン卜・ベンチャーなどの設立を計画している場合は、そ

の計画内容を提示していただくとともに、その推進母体が設立され

た時点で、親会社保証状、あるいは参加企業の連帯保証状を差し入

れていただくことになります。 

応札の段階で、別会社等を設立している場合は、該当する保証状

を提出してください。（これらの書面につきましては、本要綱に添

付する『受給契約書（ひな型）』の添付書類『（２）事業の移管に

伴う確認書』、『（３）親会社連帯債務保証確約書』に基づいて作

成してください。） 

 

  ホ）燃料関係（様式－１２） 

  （イ）発電設備の使用燃料種別を明らかにしてください。 

 

（ロ）燃料の調達方法について、その調達方法、燃料調達の主な制約条

件について説明してください。 

  

  （ハ）応札者が計画している、燃料の貯蔵施設の概要等について説明し

てください。 

 

へ）二酸化炭素排出係数（様式－１３） 

応札者が設定した二酸化炭素排出係数の算定内容について記載して    

ください。算定書の燃料種別に記載のない燃料を使用する場合等につ   
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いては燃料の性状に基づいて、排出係数を算定していただくことが可   

能です。その場合、算定の方法について説明書に記載してください。   

なお、アグリゲーションの場合は『添付資料（10）イ）二酸化炭   

素排出係数の算定方法』、同一場所での複数発電機による一括提案時

において発電機の受給を段階的に行う場合は『添付資料（12）ホ）二

酸化炭素排出係数（契約排出係数）』により算定してください。 

 

ト）エスカレーション合成比率算定書（様式－１４） 

    運転維持費、燃料本体費および燃料関係諸費について可能な限り、

実態に即した受給料金のエスカレーション比率を設定してください。 

 

  チ）運転管理体制（様式－１５） 

（イ）運転管理体制（当社からの給電指令対応）についての考え方を、    

自社要員で計画されているか、あるいは委託契約を検討されている

か等も含めて説明してください。 

 

（ロ）需給調整に対応するためのＡＦＣやＯＴＭを設置する場合、信号

受信装置から発電設備の出力制御回路までの連携方法を含めたシス

テム概要について説明してください。 

 

（ハ）計画している運転要員、勤務体制等を記載してください。 

 

（ニ）計画しているボイラ、タービンの定期検査や補修に伴う停止日数

および回数を記載してください。 

  

  リ）発電設備の運用関係（様式－１６） 

  （イ）発電設備が運転可能な出力運転幅を記載してください。 

    

（ロ）発電設備が系統へ並列してから定格出力に達するまでの時間を記

載してください。 

 

（ハ）発電設備の各機能の制御運転時における出力変化速度を記載して

ください。 

 

（ニ）ガバナフリー運転に関する事項を記載してください。 
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（ホ）ＡＦＣ制御運転時における出力変化幅について記載してください。 

 

ヌ）火力発電設備の運転実績（様式－１７） 

    応札者の火力発電設備の運転実績、または運転実績がない場合は運

転実績を有するものからの技術支援内容について記載してください。 

 

  ル）受給電力の制御方法（様式－１８） 

    発電設備の補機以外の負荷設備を有する場合の、受給電力の制御方

法について記載してください。 

なお、アグリゲーションの場合は発電所ごとに作成してください。 

 

  ヲ）発電所用地の取得状況（様式－１９） 

    発電所用地の取得状況を記載してください。所有権を取得済みの場

合はそれを証明する登記事項証明書等を、賃借権等を取得済みの場合

はそれを証明する賃貸借契約書等を、添付してください。未取得の場

合は、取得予定時期や権利内容・取得方法等を記載してください。 

なお、アグリゲーションの場合は発電所ごとに記載してください。 

 

 ワ）発電設備の概要（様式－２０～２６） 

（イ）主要設備のメーカー、製造年、容量、台数、プラント効率等に関    

する仕様を記載してください。 

なお、プラント効率は、使用する燃料の発熱量をＨＨＶ（高位発    

熱量）で算出してください。 

 

（ロ）タービン建屋、中央制御室、煙突工事等の概要について記載して      

ください。 

 

  （ハ）地質柱状図等必要な図面を添付のうえ、土木工事の概要を記載し

てください。 

 

（ニ）単線結線図、付近見取図、構内平面図等の図面を任意様式で提出    

してください。 

 

 

 

 



 

 

52 

13．提案書作成上の注意 

 

（１）提案書の様式は、下記の当社ホームページよりダウンロードしてくだ

さい。手書きの場合は、ペン（ボールペン、サインペンまたは万年筆）

で書くものとし、ペン以外の筆記具で書いたものは無効となります。 

また、提案書提出後の訂正、修正は認められませんが、提出前の提案

書の訂正、修正にあたっては、取り消し線と訂正印を使用し、修正液等

は使用しないでください。 

          

様式ＵＲＬ（掲載準備中） 

   

（２）提案書本体の大きさはＡ４サイズを使用し、左側を綴じてください

（原則袋綴じ）。その他の用紙を使用する場合は、Ａ４の大きさに織り

込んでください。綴じた提案書はカバー（表紙）を作成のうえ、応札者

名（合弁形式の場合はその代表企業名）を記入してください。提案書の

文字の大きさは指定しませんが、読みやすいものとしてください。 

 

（３）提案書は、本書１部、写しを１部の合計２部を提出してください。写

しの表紙には『写』と赤色で明示してください。 

提出された提案書（写し含む）は返却しませんので、あらかじめ了承

願います。 

 

（４）提案書（本書１部および写し１部）は封筒に入れ、封かんし、当社に

持参のうえ、提出してください。 

   ※ 提案書を提出する場合の封筒は下図のようにしてください。 

   ※ 封かん印は、提案様式－１と同一の印としてください。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

提案書在中

・提案年月日
・提案者名
・発電所名
・連絡先住所
・連絡先電話番号
・連絡先担当者名

（表） （裏）

印

印
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14．入札の辞退 

 

応札者が、提案書提出後に入札の辞退を希望する場合は、速やかに書面に

より当社まで申し出てください。 

一度入札辞退の意思を表明した場合は、再度選考の対象として復帰するこ

とはできませんので、あらかじめ了承願います。入札辞退者の提案書は直ち

に返却します。 
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15．守秘義務 

 

応札者（合弁形式の場合は全ての参加企業）および当社は、入札を通じて

知り得た相手方の入札案件に係る機密を第三者に漏らしてはならず、また自

己の役員または従業員が相手方の機密を漏らさないようにしなければなりま

せん。ただし、あらかじめ相手方の承認を得た場合、電気事業法および関係

法令に基づく監督官庁の要請に対して当該監督官庁に開示する場合、平成２

４年９月に公表された「新しい火力電源入札の運用に係る指針」（その後の

改訂含む）に基づき中立的機関に開示する場合、本要綱に定める落札者情報

等を開示する場合、電気事業法第２２条第７項に従い供給条件等について経

済産業大臣または経済産業局長に届け出る場合、ならびにその他法令で定め

る場合は、この限りではありません。 
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16．今後のスケジュール 

   

入札公表から、落札者との受給契約締結までのスケジュールは以下のと

おりですが、やむを得ない事由によりスケジュールが変更となる場合もあ

ります。 

 

 平成２６年３月２６日     入札募集実施の公表 

  

平成２６年４月８日      入札募集要綱案に関する事前説明会 

 

 平成２６年４月８日      入札募集要綱案に対する提案募集 

～平成２６年５月７日     

 

平成２６年６月上旬      中立的機関による入札募集要綱案審査 

    

 平成２６年７月上旬      入札説明会 

 

 平成２６年７月上旬      入札募集開始 

 

 平成２６年１０月下旬     入札募集締切 

 

 平成２６年１０月下旬     審査期間、落札候補者決定 

～平成２６年１２月下旬 

 

 平成２６年１２月下旬     中立的機関による評価報告書案審査 

～平成２７年２月中旬   

 

 平成２７年２月中旬      落札者の決定 

 

 平成２７年３月中旬      受給契約締結 

 

 受給契約締結後１ヶ月以内   落札者は経済産業大臣または経済産業局 

長へ供給条件を届け出 
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【添付資料】 

（１）運転パターン説明書  

 

イ）運転パターンの考え方 

当社が設定する標準的な運転パターン例は、次のロ）のようになり

ます。 

受給開始後の実際の発電設備の運転では、当社から落札者に翌年度

の受給計画の通知を行い、その後受給日の需要予想と供給力確保状況

を考慮して作成した通告値を「月間通告」、「週間通告」などにより

通告します。 

ただし、落札者の発電設備がＯＴＭを有している場合、当社はＯＴ

Ｍを使用する時間帯を事前にお知らせし、需要見直しや当日の電力需

給状況に応じて、通告値を超えない範囲で発電出力値を変更します。

また、系統状況や電力需給状況が急変した場合等は、協議により「前

日通告」や「当日通告」で通告値を変更するとともに、ＯＴＭを有す

る発電設備については、系統および電源の事故時ならびに需給変動時

など緊急的に需給調整が必要な場合、ＯＴＭにより通告値を超えた発

電出力値に変更することがあります。 

 

  ロ）標準的な運転パターン 

標準的には下記のＮｏ．１～Ｎｏ．４の運転パターンとなります。 

当社の電力需給状況によっては、別の運転パターンで運転していただ

く場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 起動時の負荷上昇、停止時の負荷降下の電力量も、実績受給電力

量に含みます。 
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ハ）運転パターンの組み合わせについて 

当社の発電設備における前項に記載した運転パターン(Ｎｏ．１～

Ｎｏ．４)の組み合わせ例（利用率７０％）を以下に示します。 

ただし、発電設備毎に点検や付帯工事に必要な期間が異なること、

需給状況により計画停止や負荷抑制の頻度等が変動するため、必ずし

もこのとおりの運転とはなりません。 

 

【運転パターン組み合わせ例（利用率７０％）】 

①点検（Ｎｏ．４） 

・ボイラ点検 ：９０日（１回／２年）  

※点検を２回実施する内の１回はタービン点検と合わせて実施 

・タービン点検 ：１２０日（１回／４年）  

・運転継続に必要な清掃点検等：７日（１回／半年） 

 

②停止（Ｎｏ．４） 

需給状況による停止 

・祝日等の単日停止 ：２回／年 

・週末(土日)停止  ：３回／年 

・ゴールデンウィーク、年末年始の停止：２回／年 

 

③運転 

需給状況に応じたＤＳＳ、部分負荷運転、定格出力運転 

・ＤＳＳ（Ｎｏ．３）※：２回／年 

・部分負荷運転：出力５０％ （Ｎｏ．２）※ 

：土日祝の２２時～翌８時まで 

・定格出力運転：出力１００％ （Ｎｏ．１） 

：上述の①点検、②停止、ＤＳＳ、部分負荷運転を 

除く期間 

 

※ 上記点検、停止を前提とした場合の出力抑制（４年間平均） 
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（２）発電設備が準拠すべき基準等 

    

発電設備については、電気事業法、計量法、環境関連諸法令（大気汚

染防止法、環境影響評価法等）等、発電事業に関連する諸法令等（政令、

省令、技術基準等を含む）を遵守して下さい。とりわけ、以下の基準等

の遵守には十分留意してください。 

 

イ）発電設備・受電設備の技術要件 

（イ）電気設備に関する技術基準を定める省令 

（ロ）電気設備の技術基準の解釈 

（ハ）発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 

（ニ）電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン 

 

ロ）環境影響評価法の技術要件 

新たに設置される設備において、適用可能な最善の技術（ＢＡＴ：

Best Available Technology）の適用が条件となっていることから、

かかる条件を満たす設備を導入していただきます。 

具体的な条件は、経済産業省・環境省が公表した「東京電力の火力

電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ（平成２５年４月２６

日）」のＢＡＴの参考表（入札募集開始時における最新のものとして

ください。）に示される（Ａ）経済性・信頼性において問題なく商用

プラントとして既に運転開始をしている最新鋭の発電技術以上を満た

すこととします。 

 

ハ）耐震設計 

 資源エネルギー庁が公表した「電気設備防災対策検討会報告（耐震

性関係）（平成７年１１月２４日 資源エネルギー庁）」に示される

電気設備の耐震性確保の考え方に基づくものとし、設計方法について

はJEAC3605-2009「火力発電所の耐震設計規程（平成２２年３月 社

団法人日本電気協会）」に準拠するものとします。 

ただし、設計においては以下の条件を反映してください。 

 

（イ）ボイラ支持鉄構、蒸気タービン・ガスタービン架台、発電所本館 

開閉所建屋、煙突の耐震設計は動的解析法を用いることとし、動的

解析に用いる入力地震動としては、設備の重要性や損傷による社会

的な影響等を考慮し、レベル１地震動、レベル２地震動を採用した
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２段階の設計を行ってください。 

 

（ロ）液化ガス用燃料設備の機器類の耐震設計において考慮すべき地震

動については、重要度分類によりレベル１地震動、レベル２地震動

の２段階で設計してください。 

 

（ハ）燃料供給設備においても全体システムとして著しい供給支障をき       

たさないよう耐震性を確保してください。 

 

  （ニ）設計に用いるレベル２地震動については、国・自治体等の公的機    

関（例えば、中央防災会議、地震調査研究推進本部等）が公表して    

いる情報を踏まえ、立地点における設計設備に影響が最も大きいも    

のを少なくとも１つ以上含めてください。 

     「電気設備防災対策検討会」は、資源エネルギー庁により平成７

年３月から開催された検討会であり、その報告は「地震に強い電気

設備のために（平成８年３月、資源エネルギー庁編）」に掲載され

ております。 

  「電気設備防災対策検討会報告（耐震性関係）」で示される耐震

性確保の考え方は下表のとおりです。 

耐震性区分 区分Ⅰ 区分Ⅱ 

電気設備の 

区分 

ダム、ＬＮＧ地上式タ

ンク、ＬＮＧ地下式タ

ンク、油タンク（一旦

機能喪失した場合に人

命に重大な影響を与え

る可能性のある電気設

備） 

発電所建屋、タービ

ン、ボイラ、変電設

備、送電設備、配電設

備、給電所、電力保安

通信設備等（区分Ⅰ以

外の電気設備） 

一般的な地震

動※１に際し、 
個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないこと

高レベルの地

震動※2に際し

ても、 

人命に重大な影響を与

えないこと 

著しい（長期的かつ広

範囲）供給支障が生じ

ないよう、代替性の確

保、多重化等により総

合的にシステムの機能

が確保されること 

※１ 供用期間中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的な地震       
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   動 

※２ 発生確率は低いが直下型地震または海溝型巨大地震に起因す

る更に高レベルの地震動 

 

ニ）津波対策 

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会

電気設備地震対策ワーキンググループ報告書（平成２４年３月）にお

いて示された「電気設備の津波への対応の基本的な考え方」および

「電気設備の津波対策」に基づいた対策を行うものとします。 

    対策の検討に用いる頻度の高い津波および最大クラスの津波につい

ては、国・地方自治体の公的機関（例えば、中央防災会議、地震調査

研究推進本部等）が公表している情報を踏まえ、立地点における影響

が最も大きいものを設定してください。 

    「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員

会電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」については下記の経

済産業省ホームページに掲載されていますので参照してください。 

    

電気設備地震対策ワーキンググループ報告書ＵＲＬ 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/ 

industrial_safety/shingikai/120/8/houkokusho.pdf 
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（３）系統アクセスに関する手続きの流れ 

 

管内のプロジェクトの場合における接続検討は、当社の「系統アクセ

ス検討に関する通達」に基づき行い、手続きや取り扱いについては、当

社託送供給約款による受電側接続検討に準じて実施するものとします。

具体的には以下のとおりとします。 

 

イ）ステップ１ 事前相談（任意） 

  （イ）当社系統への連系に関する相談（連系可能容量の目安、電源線建

設に係る標準的なコストおよび工期等）については、当社送電ＳＣ

へ連絡してください。なお、具体的な地点における更なる詳細な連

系可能容量やアクセスコストおよび工期については、接続検討が必

要となります。 

 

（ロ）当社送電ＳＣの連絡先等は、当社ホームページ上の下記のアドレ

スに掲載しております。 

 

    当社送電ＳＣ連絡先ＵＲＬ 

http://www.kepco.co.jp/business/partner/takusou/07/ 

 

ロ）ステップ２ 接続検討の申し込み 

（イ）接続検討については、接続検討申込書に必要な事項を記入のうえ、

当社送電ＳＣに申し込みください。接続検討申込書の様式は、当社

ホームページ上の下記のアドレスに掲載しております。 

 

  接続検討申込書様式ＵＲＬ 

http://www.kepco.co.jp/business/partner/pdf/form2010_1.pdf 

 

（ロ）当社送電ＳＣは、原則として接続検討の申し込みから３ヶ月以内

に検討結果を回答します。接続検討は、『ヘ）ステップ６ 接続供

給申し込み（入札時暫定）』に先立ち終了していることが必要とな

ります。 

 

ハ）ステップ３ 検討料の申し受け 

（イ）当社送電ＳＣは、原則として１発電場所（受給地点）１検討につ

き２０万円（税抜き）を検討料として、接続検討の申し込み時に申
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し受けます。ただし、既に接続検討の実績があり、その回答内容で

供給可能な場合等、検討を要しない場合には検討料を申し受けませ

ん。 

なお、一旦申し受けた検討料は、原則として返金いたしません。 

 

（ロ）同一発電場所において、容量別に複数の接続検討を行う場合は、

それぞれ１検討として検討料を申し受けます。 

アグリゲーションの場合は、受給地点ごとにそれぞれ１検討とし

て検討料を申し受けます。 

     

  ニ）ステップ４ 接続検討 

当社送電ＳＣは、応札者の発電設備を当社系統へ連系するにあたり、

他の事業者や当社系統に影響がないか等の観点から、技術的な検討等

を行います。その際、接続検討に必要なデータを追加で当社送電ＳＣ

に提出していただく場合があります。 

 

  ホ）ステップ５ 接続検討の回答 

  （イ）当社送電ＳＣが接続検討結果としてお知らせする主な回答項目は、 

以下のとおりです。 

 

① 接続検討申し込み内容に対する可否 

② アクセス工事の概要 

③ アクセスコスト（特定負担分）、アクセスコスト（一般負担

分）および算定根拠 

④ 所要工期 

⑤ 応札者側が実施する必要がある対策 

⑥ 前提条件 

⑦ 運用上の制約 

 

  （ロ）アクセスコスト（一般負担分）のうち、電磁誘導対策等について

は詳細な検討が必要で、入札募集締め切りまでの回答は困難なため、

アクセスコスト（一般負担分）については電磁誘導対策等の費用を

除いたものを回答することとします。なお、電磁誘導対策等の費用

は、『６．（２）イ）価格要素』に定める④アクセスコスト（一般

負担分）評価には加味しません。 
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  （ハ）接続検討の回答は、系統連系を保証するものではありません。 

 

へ）ステップ６ 接続供給申し込み（入札時暫定） 

（イ）応札に先立ち、接続供給申込書（入札時暫定）に必要な事項を記

入のうえ、当社送電ＳＣに申し込んでください。 

   接続供給申込書（入札時暫定）の様式は、当社送電ＳＣにてお渡

しします。 

 

（ロ）接続供給申し込み（入札時暫定）に先立ち、当社送電ＳＣに接続

検討結果の前提となった系統の条件に変更がないか等、新たな接続

検討の必要性に関する確認（以下「要否確認」という。）を行って

ください。要否確認の検討料は申し受けませんが、要否確認の結果、

前提としていた系統の条件に変更がある場合等には、改めて接続検

討が必要となります。この場合、原則として再度検討料（２０万円

（税抜き））を申し受けます。 

 

（ハ）当社送電ＳＣは、接続供給申し込み（入札時暫定）の受付時に、

提案書の添付書類として必要となる「接続供給申込（入札時暫定）

受領書」を発行します。 

なお、応札者が落札できなかった場合等は、当該接続供給申し込

み（入札時暫定）は無効となります。 

また、「接続供給申込（入札時暫定）受領書」を発行後、提案書

の提出期限（入札募集締切）までに前提とした系統の条件に変更が

生じた場合等には、当社送電ＳＣより検討条件の変更を連絡します。 

この場合、検討条件の変更について、以下の（ニ）により入札価格

の評価時にアクセスコストを再算定し評価に加味します。 

 

（ニ）接続検討では、応札者が単独で系統連系する場合のアクセスコス

トを回答しますが、同一系統へ複数の応札があった場合および応札

後に当該系統の状況が変更となった場合等は、アクセスコストの再

算定を行います。再算定の結果、アクセスコストが変更となる場合

は、『６．（３）イ）①入札価格、ハ）④アクセスコスト（一般負

担分）評価』により、再算定結果を反映します。 
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ト）ステップ７ 応札 

（イ）『ホ）ステップ５ 接続検討の回答』により当社送電ＳＣが回答

した接続検討結果と『ヘ）ステップ６ 接続供給申し込み（入札時

暫定）』により当社送電ＳＣが発行した「接続供給申込（入札時暫

定）受領書」を提案書に添付して提出してください。接続供給申し

込み（入札時暫定）は、応札者が落札した時点で、接続供給申し込

みの本申し込みに代えさせていただきます。 

 

（ロ）入札募集締切日から落札者の決定までの間は、応札者の電源のア

クセスコストを算定する作業を行うため、応札者以外からの接続検

討の依頼や系統アクセス申込みに対して、応札者の電源を優先しま

す。 
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（４）計量装置 

 

受給電力および受給電力量の計量ならびに計量装置の取り扱いについ

ては、原則として以下のとおりとします。 

   

イ）管内のプロジェクトの場合 

  （イ）当社は、受給地点ごとに取り付けた記録型計量器により、原則と

して受電電圧と同位の電圧で３０分単位に計量します。受給電力お

よび受給電力量の計量は当社が行うものとしますが、落札者は受給

電力の受給について必要な事項（発電日誌等）を記録し、当社の求

めに応じ提出するものとします。 

 

（ロ）記録型計量器、その他計量に必要な付属装置（計量器箱、変成器、

変成器の２次配線および計量器の情報を伝送するための通信装置等

をいう。以下同じ。）および区分装置（力率測定時間を区分する装

置等をいう。）（以下、記録型計量器、その他計量に必要な付属装

置および区分装置を総称して「計量装置」という。）は、発電設備

が当社系統へ供給可能な最大電力に応じて当社が選定し、かつ当社

の所有とし、当社で取り付けるものとします。  

なお、当社はその工事費を工事費負担金として落札者から申し受

けます。 

また、変成器の２次側配線等でとくに多額の費用を要するものに

ついては、落札者の負担により、落札者で取り付けていただくこと

があります。その場合、落札者が施設したものについては、当社が

無償で使用できるものとします。 

 

（ハ）計量装置の取付位置は、適正な計量ができ、かつ、検査ならびに

取り付けおよび取り外しが容易な場所とし、落札者と当社との協議

によって定めます。 

 

（ニ）計量装置の設置場所は、落札者から無償で提供していただきます。 

 

（ホ）落札者の希望によって計量装置の取付位置を変更し、またはこれ

に準ずる工事をする場合には、当社は、その実費を落札者から申し

受けます。 
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（へ）法令により、計量装置、その他計量に必要な付属装置を取り替え

る場合には、当社は、その実費を落札者から申し受けます。 

 

ロ）管外のプロジェクトの場合 

発電設備を連系する一般電気事業者の定める託送供給約款および系

統利用ルールによるものとします。 
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（５）入札価格と受給料金の算定方法 

 

イ）入札価格の算定方法 

入札価格の算定にあたっては、まず、固定費として資本費および運

転維持費、可変費として燃料本体費および燃料関係諸費を年ごとに算

定します。 

燃料本体費は、平成２５年１月～平成２５年１２月の燃料種別ごと

の貿易統計の実勢価格（貿易統計にて公表される円建ての輸入価格

（単位は円／ｔまたはｋｌ）をいう。以下同じ。）の確定値の平均値

を基準として算定してください。当該平均値は下記『ハ）（ロ）燃料

本体費』の表に示します。 

燃料関係諸費に含まれる、石油石炭税は以下の税率における費用を

加味してください。 

 

＜地球温暖化対策のための税率の特例（租税特別措置法）＞ 

 

次に、以下の式に従って、受給開始基準日から受給期間終了までの

期間（１０～３０年間で応札者が１年単位で設定した受給期間の年数）

に要する各年の固定費と可変費を現在価値に換算し、さらに受給期間

均等発電単価を算出します。 

このようにして算出された受給期間均等発電単価が入札価格となり

ます。 

なお、入札価格の算出に必要な割引率は２．９％とし、エスカレー

ション率は考慮しません。 

 

（イ）現在価値換算式 

各年の費用の現在価値  

＝ ｍ年目※２の費用 ÷ （（１＋ｒ※１）ｍ※２）※３ 

    ※１ ｒ＝割引率（２．９％） 

    ※２ ｍ＝受給開始する年を１年目とした場合の当該年の年数 

    ※３ 複利現価係数 

 

課税物件 平成２８年４月１日以降 

原油・石油製品（１ｋＬあたり） ２，８００円 

ガス状炭化水素（１ｔあたり） １，８６０円 

石炭（１ｔあたり） １，３７０円 



 

 

68 

 

  （ロ）受給期間均等発電単価（入札価格）算定式 

受給期間均等発電単価 

＝ 受給期間における各年の費用の現在価値合計  

×（ｒ×（１＋ｒ※１）ｎ※２÷（（１＋ｒ※１）ｎ※２－１））※３

÷基準受給電力量 

※１ ｒ＝割引率（２．９％） 

    ※２ ｎ＝応札者が設定する受給期間の年数 

    ※３ 資本回収係数 

       

 受給期間均等発電単価（入札価格）の単位は銭単位とし、小数点以

下第１位を四捨五入します。具体的な算定方法は『様式－４．入札価

格計算書』を参照してください。 

 

ロ）受給料金の算定方法 

受給料金は基本料金と電力量料金の２部制とし、『様式－４．入札

価格計算書』により応札者が設定した年ごとの費用に基づき算定しま

す。 

 

（イ）基本料金 

原則として、各年の固定費を、各年度の月数で按分した値を合計

した金額が、当該年度の固定費となります。その値を当該年度の月

数で除した値が、当該年度の月額の基本料金となります。 

 

（ロ）電力量料金 

実績受給電力量に入札価格のうち可変費単価を乗じた金額が、電

力量料金となります。 

    

ハ）受給料金の調整方法 

（イ）運転維持費 

運転維持費は、下記のエスカレーション率により調整した値としま   

す。 

ここで適用するエスカレーション率とは、内閣府が毎年発表する

「経済見通しと経済財政運営の基本的態度」で明らかにされる、「雇

用者報酬」の一人あたりの対前年度変化率（％）、「国内企業物価指

数・変化率」の対前年度変化率（％）、「消費者物価指数・変化率」
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の対前年度変化率（％）および変動なしの４つの指標を、それぞれ応

札者が可能な限り実態に即して設定する割合で合成した値（％）とし

ます。  

なお、各指標の変化率は、消費税率変更による変動を除きます。 

また、このエスカレーション率の単位は％とし、小数点以下第２位

で四捨五入します。 

 

調整後運転維持費 

＝ Ｘ１×（１＋ａ）×（１＋ｂ）×（１＋ｃ） 

÷（１－事業税率）※

Ｘ１＝当該年度の運転維持費 

ａ＝平成２６年度から当該前々年度までの累積実績エスカレーショ

ン率（％） 

    ｂ＝当該前年度の実績見込みエスカレーション率（％） 

    ｃ＝当該年度の見通しエスカレーション率（％）         

    ※ 事業税率が所得課税の場合は、事業税率による調整を行いませ

ん。 

 

（ロ）燃料本体費 

燃料本体費は、財務省が発表する原油、ＬＮＧおよび石炭の貿易統

計の実勢価格（確報値とする。ただし１２月は確定値とする。）のう

ち、応札者が提案書において選択した指標（応札者が複数の指標を選

択した場合は設定した比率による。以下この指標を「調整指標」とい

う。）に応じて、下記のとおり調整します。 

     

調整後燃料本体費  

＝ Ｙ１×（ｈ÷ｉ）÷（１－事業税率）※ 

Ｙ１＝入札価格の燃料本体費 

    ｈ＝当該月の３～５ヶ月前の調整指標の貿易統計の実勢価格（確報

値とする。ただし１２月は確定値とする。）の平均値 

    ｉ＝平成２５年１月～平成２５年１２月の調整指標の貿易統計の実

勢価格（確定値）の平均値。なお、平成２５年１月～平成２５

年１２月の原油、ＬＮＧおよび石炭の貿易統計の実勢価格（確

定値）の平均値は下表のとおりです。 

    ※ 事業税率が所得課税の場合は、事業税率による調整を行いませ

ん。 
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調整指標は、使用する燃料に応じて、下表に従い選択してください。

複数の燃料を使用する場合は、使用する燃料の比率に応じて調整指標

の比率を設定してください。なお、提案書に記載した調整指標の比率

は変更できません。 

下表以外の燃料指標で調整を希望される場合は、落札後、受給契約

締結時までに別途協議します。 

使用燃料 貿易統計燃料指標 

原油、重油、軽油、灯油 原油（原油・粗油） 

ＬＮＧ、ＬＰＧ、都市ガス、天然

ガス 
ＬＮＧ 

石炭、コークス 石炭（一般炭） 

その他（副生ガス・残渣油等） 

使用する燃料の価格に連動する

燃料を踏まえ、原油、ＬＮＧ、

石炭から選択 

 

（ハ）燃料関係諸費 

燃料関係諸費は、石油石炭税のほか燃料価格変動に影響されない燃

料消費量に伴い増加する費用を含めるものとし、下記のエスカレーシ

ョン率により調整した値とします。 

ここで適用するエスカレーション率とは、内閣府が毎年発表する

「経済見通しと経済財政運営の基本的態度」で明らかにされる、「雇

用者報酬」の一人あたりの対前年度変化率（％）、「国内企業物価指

数・変化率」の対前年度変化率（％）、「消費者物価指数・変化率」

の対前年度変化率（％）および変動なしの４つの指標を、それぞれ応

札者が可能な限り実態に即して設定する割合で合成した値（％）とし

ます。  

なお、各指標の変化率は、消費税率変更による変動を除きます。 

また、このエスカレーション率の単位は％とし、小数点以下第２位   

で四捨五入します。 

 

原油（原油・粗油）   ６７,２２３円／ｋｌ 

ＬＮＧ ８０,７７９円／ｔ 

石炭（一般炭） １０,８１１円／ｔ 
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調整後燃料関係諸費 

＝ Ｚ１×（１＋ｄ）×（１＋ｅ）×（１＋ｆ） 

÷（１－事業税率）※ 

   Ｚ１＝入札価格の燃料関係諸費 

ｄ＝平成２６年度から当該前々年度までの累積実績エスカレーショ 

ン率（％） 

    ｅ＝当該前年度の実績見込みエスカレーション率（％） 

    ｆ＝当該年度の見通しエスカレーション率（％） 

  

※ 事業税率が所得課税の場合は、事業税率による調整を行いません。 

 

（ニ）アクセスコスト（特定負担分）の精算 

下記の算定式により『様式－４．入札価格算定書』で年ごとに設定

したアクセスコスト（特定負担分）を基準にアクセスコスト（特定負

担分）精算額を算定します。 

なお、『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更によ

る入札価格の再算定』で入札価格を再算定した場合は、再算定に用い

た調整後のアクセスコスト（特定負担分）を基準にアクセスコスト

（特定負担分）精算額を算定します。 

 

アクセスコスト（特定負担分）精算額 

＝ 年ごとに設定したアクセスコスト（特定負担分） 

× 工事費負担金精算額※ ÷ アクセスコスト（特定負担分）

   ※ 工事費負担金精算額＝実際に要した電源線の敷設費用等の工事費 

                 － アクセスコスト（特定負担分） 

 

年ごとに算定したアクセスコスト（特定負担分）精算額を『様式－

４．入札価格算定書』の対応する年の資本費に加減し、受給料金を調

整します。 
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（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定 

    

アクセスコスト（特定負担分）に変更がある場合は、『様式－４．入

札価格計算書』に記載の入札価格を、以下のように再算定します。 

この場合、再算定後の入札価格により、受給料金を算定します。 
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＜入札価格の再算定手順＞ 

  イ）変更前後のアクセスコスト（特定負担分）の比率（②÷①）を調整

前アクセスコスト（特定負担分）ａに乗じて調整後のアクセスコスト

（特定負担分）ａ’を年度ごとに算定します。 

 

  ロ）ａとａ’の差額を資本費Ａに加算し、調整後の資本費Ａ’を年ごと

に算定します。 

 

  ハ）調整後資本費Ａ’、運転維持費Ｂおよび可変費Ｈの合計を年ごとに

複利現価係数を乗じて合計した値ΣＫ’に資本回収係数Ｏを乗じ受給

期間均等発電年経費Ｑ’を算出します。 

 

  ニ）受給期間均等発電年経費Ｑ’を基準受給電力量（使用語句説明の定

めに係らず、「基準受給電力×８,７６０時間×基準利用率７０％」

とする。）で除し、入札価格Ｓ’を算定します。 

 

  ホ）算定した入札価格Ｓ’から固定費価格Ｒ’を差引き、可変費価格Ｔ’

を算定します。 
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（７）系統アクセス設備の財産・保安責任分界点（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

中

線

架

空

線 開閉
設備

発
電
機

落札者当社

落札者敷地

分界点（施工・財産・保安責任）

開閉
設備

発
電
機

落札者当社

落札者敷地

分界点（施工・財産）

管路

※ケーブルについては敷地境界付近に接続点を容易に
設けることができないので開閉設備まで当社が施設する。

保安責任分界点

※ケーブルヘッド
まで当社施工

（凡例）

当社施工

落札者施工

地

中

線

架

空

線 開閉
設備

発
電
機

落札者当社

落札者敷地

分界点（施工・財産・保安責任）

開閉
設備

発
電
機

落札者当社

落札者敷地

分界点（施工・財産）

管路

※ケーブルについては敷地境界付近に接続点を容易に
設けることができないので開閉設備まで当社が施設する。

保安責任分界点

※ケーブルヘッド
まで当社施工

（凡例）

当社施工

落札者施工
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CPU 情報伝送装置

電話

所管給電所等 連系線引出
変電所

情報
伝送
装置

Ry

配電盤 配電盤

（SV、TM）

情報伝送装置

電話 Ry

一次
変換器

（ＡFC・ＯＴＭ用）
信号伝送装置

ALR装置

配電盤

落札者

Ａ F C
Ｏ Ｔ Ｍ

中央給電指令所

信号伝送装置

伝送媒体（光ケーブル等）

ＡＦＣ・ＯＴＭ信号

[施工・財産・保安責任分界点]

（８）通信設備の財産・保安責任分界点（例） 
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北海道

東北

東京

北陸

中部

中国

四国

九州

本四連系設備

阿南変換

設備

東岡山

関西

新山口

北本連系

設備

南福光連系設備
南いわき周波数変換設備

60Hz ← 50Hz

新信濃2号
ＦＣ

東清水ＦＣ

三重

越前

当社までの振替料金
３．５２円/kWh

当社までの振替損失率
９．６％

当社までの振替料金
１．８５円/kWh

当社までの振替損失率
５．５ ％

当社までの振替料金
１．４５円/kWh

当社までの振替損失率
４．７ ％

当社までの振替料金
０．２８円/kWh

当社までの振替損失率
０．５ ％

当社までの振替料金
０．１７円/kWh

当社までの振替損失率
０．２％

当社までの振替料金
０．３７円/kWh

当社までの振替損失率
１．４ ％

当社までの振替料金
０．６９ 円/kWh

当社までの振替損失率
２．４ ％

当社までの振替料金
０．７７円/kWh

当社までの振替損失率
０．８ ％

〈本四連系設備の場合〉

当社までの振替料金
０．５０円/kWh

当社までの振替損失率
１．０ ％

〈阿南変換設備の場合〉

九州地内 中国中継

０．３２ ０．３７

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

九州地内 中国中継

１．０ １．４

【振替損失率（％）】

中国地内

０．３７

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

中国地内

１．４

【振替損失率】

四国地内本四連系

０．２４ ０．５３

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

四国地内本四連系

０．５ ０．３

【振替損失率（％）】

四国地内 阿南変換

０．２４ ０．２６

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

四国地内 阿南変換

０．２ ０．８

【振替損失率（％）】

北陸地内

０．２８

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

北陸地内

０．５

【振替損失率（％）】

中部地内

０．１７

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

中部地内

０．２

【振替損失率（％）】

中部中継

０．１７

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

中部中継 東京地内(ＦＣ含)

０．２ ４．５

【振替損失率（％）】

【事業者間精算単価（円 / kWh）】

【振替損失率（％）】

東北地内

０．８

東京中継

０．１９

中部中継

０．１７

中部中継

０．２ ４．５

【事業者間精算単価】（円 / kWh）

【振替損失率（％）】

東北
中継

０．３８

中部
中継

ＦＣ

０．１７ １．０９

東京中継（ＦＣ含)

北海道
地内

０．２９

北本
中継

１．２７

東北
中継

中部
中継

東京中継
（ＦＣ含)

０．２

北海道
地内

北本
中継

中国中継

０．０

（注）四国電力の系統に連系し当社へ供給する場合は、２つある接続ルートのどちら
を使用するかについては四国電力による接続検討の結果によります。

ＦＣ

１．０９

東北地内

０．３８

ＦＣ 東京地内

１．０９ ０．１９

東京
中継

０．１９

中国中継

４．５ ０．８ ４．１ ０．３

０．００

（９）振替供給に必要な料金および振替損失率 

当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合において、応札者の価格評価に用いる振替供給に必要な料金および振替損 

失率の考え方は下図のとおりとします。 

 

イ）算定の考え方 

（イ）振替供給に必要な料金 

     一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる事業者間精算単価（平成２６年５月１日時点）に基づき、 

当社以外の一般電気事業者から当社までの振替供給に必要な料金（以下「振替料金」という。）を算定しました。 

 

（ロ）振替損失率 

     一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる振替損失率（平成２６年５月１日時点）に基づき、当社 

以外の一般電気事業者から当社までの振替損失率を算定しました。 
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（10）アグリゲーションの算定・評価方法 

    

イ）二酸化炭素排出係数の算定方法 

アグリゲートされた各電源を、二酸化炭素排出係数の大きい電源から

順に、同時最大受給電力の合計が受給最大電力に達するまで採り上げ、

採り上げた電源に係る二酸化炭素排出係数を同時最大受給電力（受給最

大電力に達するまでの部分に限る。）で加重平均した値を二酸化炭素排

出係数として算定します。 

        

   ＜例：受給最大電力 １００（ＭＷ）＞ 

 

 

二酸化炭素排出係数 

（ｋｇ－ＣＯ₂／ｋＷｈ） 

同時最大受給電力 

（ＭＷ） 

Ａ発電所 ０．８００ ６０ 

Ｂ発電所 ０．６００ ５０ 

Ｃ発電所 ０．４００ ７０ 

 

＜算定式＞ 

            Ａ発電所              

 

   （０．８００ｋｇ－ＣＯ₂／ｋＷｈ×６０ＭＷ   Ｂ発電所 

 

＋０．６００ｋｇ－ＣＯ₂／ｋＷｈ×（１００ＭＷ－６０ＭＷ）） 

÷１００ＭＷ 

     ＝０．７２０ｋｇ－ＣＯ₂／ｋＷｈ 

 

ロ）価格要素の評価 

アグリゲートされた各電源を、評価の低いものから順に、同時最大受

給電力の合計が受給最大電力の値に達するまで採り上げて評価します。 

 

（イ）アクセスコスト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定 

アグリゲートされた電源の全部または一部について、アクセスコス

ト（特定負担分）に変更がある場合は、『様式－４．入札価格計算書』

に記載の入札価格を再算定します。 

アクセスコスト（特定負担分）の変動率の数値が大きい電源から順

に、同時最大受給電力の合計が受給最大電力に達するまで採り上げ、

採り上げた電源に係るアクセスコスト（特定負担分）の変動率を同時



 

 

78 

最大受給電力（受給最大電力に達するまでの部分に限る。）で加重平

均した値を、『添付資料（６）アクセスコスト（特定負担分）の変更

による入札価格の再算定 イ）』の『変更前後のアクセスコスト（特

定負担分）の比率（②÷①）』として、以下『添付資料（６）アクセ

スコスト（特定負担分）の変更による入札価格の再算定』に従い入札

価格を再算定します。 

     なお、変更前後のアクセスコスト（特定負担分）の比率の単位は、

小数点以下第５位を四捨五入した値とします。 

 

＜例：受給最大電力 １００（ＭＷ）＞ 

 

＜算定式＞ 

   Ａ発電所              

 

（１．０６９０倍×６０ＭＷ      Ｂ発電所  

 

＋１．０４００倍×（１００ＭＷ－６０ＭＷ））÷１００ＭＷ 

 

＝１．０５７４倍（変更前後のアクセスコスト 

（特定負担分）の比率（②÷①）） 

 

（ロ）需要地近接性評価 

需要地近接性評価対象外の電源から順に、同時最大受給電力の合計

が受給最大電力に達するまで採り上げ、採り上げた電源に係る需要地

近接性評価を同時最大受給電力（受給最大電力に達するまでの部分に

限る。）で加重平均した値とします。    

なお、値は銭単位とし、小数点以下第１位で四捨五入します。 

 

  

 

 

 

アクセスコスト 

（特定負担分）変動率 

（倍） 

同時最大受給電力 

（ＭＷ） 

Ａ発電所 １．０６９０ ６０ 

Ｂ発電所 １．０４００ ５０ 

Ｃ発電所 １．００００ ７０ 
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＜例：受給最大電力 １００（ＭＷ）＞ 

 

 

需要地近接性評価 

（銭／ｋＷｈ） 

同時最大受給電力 

（ＭＷ） 

Ａ発電所 ２７ ６０ 

Ｂ発電所 ２７ ５０ 

Ｃ発電所 － ７０ 

 

＜算定式＞  

     Ｃ発電所 

 

    （０銭／ｋＷｈ × ７０ＭＷ    Ｃ発電所以外 

 

 ＋２７銭／ｋＷｈ ×（１００ＭＷ－７０ＭＷ））÷１００ＭＷ 

      

＝８銭／ｋＷｈ 

 

（ハ）アクセスコスト（一般負担分）評価 

均等化アクセスコスト（一般負担分）の価格の高い電源から順に、

同時最大受給電力の合計が受給最大電力に達するまで採り上げ、採り

上げた電源に係る均等化アクセスコスト（一般負担分）を同時最大受

給電力（受給最大電力に達するまでの部分に限る。）で加重平均した

値を、基準受給電力量で除した値とします。 

なお、値は銭単位とし、小数点以下第１位で四捨五入します。 

 

＜例：受給最大電力 １００（ＭＷ）、 

基準受給電力量 ６１３,２００（ＭＷｈ）＞ 

 

 

 

 

 

均等化アクセスコスト 

（一般負担分） 

（百万円） 

同時最大受給電力 

（ＭＷ） 

Ａ発電所 ３０ ６０ 

Ｂ発電所 ４０ ５０ 

Ｃ発電所 ５０ ７０ 
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＜算定式＞ 

    Ｃ発電所               

 

（５０百万円 × ７０ＭＷ  Ｂ発電所 

 

＋４０百万円×（１００ＭＷ－７０ＭＷ））÷１００ＭＷ 

 

＝４７百万円 

 

４７百万円 ÷ ６１３,２００（ＭＷｈ）＝８銭／ｋＷｈ 

 

  （ニ）管外に連系する電源が含まれる場合の評価額 

『６．（３）ハ）ステップ３（評価額の算定）』において、アグリ

ゲートされた電源に管外に連系する電源が含まれる場合は、当該プロ

ジェクトの判定価格から電源ごとに評価額を算出し、評価額の高い電

源から順に、同時最大受給電力の合計が受給最大電力に達するまで採

り上げ、採り上げた電源に係る評価額を同時最大受給電力（受給最大

電力に達するまでの部分に限る。）で加重平均した値とします。 

なお、値は円単位とし、小数点以下第３位で四捨五入します。 

 

＜例：受給最大電力 １００（ＭＷ）、 

当該プロジェクトの判定価格 ９．０円／ｋＷｈ＞ 

 

 

 

＜算定式＞ 

     Ｃ発電所               

 

（１１．３３円／ｋＷｈ×７０ＭＷ    Ｂ発電所 

 

＋１１．０２円／ｋＷｈ ×（１００ＭＷ－７０ＭＷ）） 

 

 

 

評価額 

（円／ｋＷｈ） 

同時最大受給電力 

（ＭＷ） 

Ａ発電所 ９．３１ ６０ 

Ｂ発電所 １１．０２ ５０ 

Ｃ発電所 １１．３３ ７０ 
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÷１００ＭＷ 

 

＝１１．２４円／ｋＷｈ 

 

ハ）非価格要素の評価 

アグリゲートされた全ての電源が要件を共通して満たしている場合、

加点評価します。 
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（11）需給調整機能に関する具体的要件 

 

   ガバナフリー機能、ＡＦＣ機能およびＯＴＭ機能の設置に関する具体的

要件は以下のとおりです。 

 

イ）ガバナフリー機能 

調速機の周波数自動調整機能によって、系統周波数の変化に応じて発

電機出力を敏速に増減させる運転をしていただきます。なお、ガバナフ

リー運転を行うにあたり、以下の要件を満たしていただきます。 

 

項目 要求性能 

速度調定率 ４％以下 

出力 

変化幅 

（最低出力～５０％出力時）※1 定格出力※1の５％以上 

（５０％出力～定格出力時）※1 基準出力※2の１０％以上 

※１ 設備容量の一部を応札する場合は、以下のとおり読み替えます。 

最低出力 ・・・発電設備立地地点近傍の気象台の、３０ヵ年の     

平均気温平年値における送電端出力で、当社が   

落札者から受給できる電力の最低値とします。 

５０％出力・・・基準受給電力の５０％とします。 

定格出力 ・・・基準受給電力とします。 

※２ 基準出力とは、運転出力の基準となる出力設定値を表します。 

 

ロ）ＡＦＣ（Automatic Frequency Control：自動周波数制御）機能 

受信したＡＦＣ信号に追従し、以下の条件で自動的に運転出力を変動

させる機能を具備していただきます。 

アグリゲーションの場合は、受信したＡＦＣ信号を、アグリゲート 

された全ての発電機へ送信していただく必要があります。 

 

項目 要求性能 

出力 

変化速度 
（最低出力～定格出力時）※1 

定格出力※1の４％／分

以上 

出力 

変化幅※2 

（最低出力～５０％出力時）※1
定格出力※1の２．５％

以上 

（５０％出力～最大出力時）※1 基準出力※3の５％以上 

※１ 設備容量の一部を応札する場合は、以下のとおり読み替えます。 

最低出力 ・・・発電設備立地地点近傍の気象台の、３０ヵ年の   
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平均気温平年値における送電端出力で、当社が

落札者から受給できる電力の最低値とします。 

５０％出力・・・基準受給電力の５０％とします。  

定格出力 ・・・基準受給電力とします。 

最大出力 ・・・基準受給電力からＡＦＣ運転時の出力変化幅を 

確保した値とします。 

※２ ＡＦＣ運転時には上下の出力変化幅を確保した出力で運転してい

ただきます。 

※３ 基準出力とは、運転出力の基準となる出力設定値を表します。 

    

ハ）ＯＴＭ（Order Telemeter：運転基準出力指令装置）機能 

個々の発電設備等に出力目標値として送信された値（以下「運転基準

出力指令値」という。）に追従し、以下の条件で自動的に運転出力を変

化させる機能を具備していただきます。  

アグリゲーションの場合は、受信したＯＴＭ信号を、アグリゲートさ

れた全ての発電機へ送信していただく必要があります。 

 

項目 要求性能 

出力 

変化速度※1 
（５０％出力～定格出力時）※2 

定格出力※2の 

２％／分以上 

※１ 運転基準出力指令値に追従して運転している状態でＡＦＣ信号を 

受信した場合は、ＡＦＣの出力変化速度で運転していただきます。 

※２ 設備容量の一部を応札する場合は、以下のとおり読み替えます。 

５０％出力・・・基準受給電力の５０％とします。 

定格出力 ・・・基準受給電力とします。 

 

なお、運転基準出力指令値は、通告値を上限とした値を送信します。 

  

ニ）通信性能 

周波数調整を円滑に行うために、当社から受信したＡＦＣ信号および

ＯＴＭによる運転基準出力指令値を、発電機に対してリアルタイム通信

により、遅滞することなく送信していただきます。 

なお、管外に連系される場合の通信装置の設置時期については、別途

ご連絡します。 
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ホ）給電情報 

ＡＦＣやＯＴＭの制御信号や装置の使用状態等、必要な給電情報に    

ついては、詳細仕様検討時に別途協議させていただきます。 
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（12）同一場所での複数発電機の一括提案における受給電力の取り扱い 

 

同一場所、複数発電機による一括提案時において、各発電機の受給を段 

階的に行う場合は、以下のとおり取り扱うこととします。 

 

  イ）受給最大電力、基準受給電力 

発電機の受給開始および終了時期に応じて設定してください。なお、

募集規模に対する受給最大電力は、応札者が設定した最大の値とします。 

また、受給最大電力および基準受給電力の増加および減少は、各発電

機の段階的な受給開始および受給終了のときに限るものとします。 

 

ロ）受給開始基準日 

 発電機の受給開始時期に応じて受給開始基準日を設定してください。 

なお、受給開始基準日の設定期間は平成３３年４月１日から平成３５

年７月１日までの期間の月初（１日）とします。 

 

ハ）受給期間 

最初の受給開始の日から、原則１５年とします。（最初の受給開始の

日から１０～３０年で応札者が１年単位で設定することも可能としま

す。）ただし、受給期間のうち１０年以上は募集規模に対する受給最大

電力で供給していただきます。 

    

  ＜受給開始基準日、期間、受給最大電力のイメージ：３台運用時＞ 
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ニ）基準受給電力量、可能受給電力量 

上記イ）で設定した基準受給電力をもとに年度ごとに設定します。 

なお、『４．入札価格』および『６．評価および落札者決定の方法』

に記載のある基準受給電力量は、上記イ）で設定した基準受給電力を、

それぞれの受給期間に応じて按分した値の合計値とし、下式で算定され

るものとします。 

 

基準受給電力量＝ 

 ①基準受給電力×８７６０時間×７０％×①の期間÷受給期間 

＋②基準受給電力×８７６０時間×７０％×②の期間÷受給期間 

＋③基準受給電力×８７６０時間×７０％×③の期間÷受給期間 

 

＜基準受給電力量イメージ：５０万ｋＷ×３台の場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）二酸化炭素排出係数（契約排出係数） 

二酸化炭素排出係数（契約排出係数）は、それぞれの受給期間に応じ

た二酸化炭素排出量の合計値を上記ニ）の計算式で算定した基準受給電

力量で除した値とし、下式で算定されるものとします。算定方法の詳細

につきましては、『様式－１３－１．二酸化炭素排出係数算定書』およ

び『様式―１３－４．二酸化炭素排出係数算定書（同一場所での複数発

電機の一括提案時で段階的に受給開始する場合）』をご覧ください。 

 

 二酸化炭素排出係数＝                   

（ ①基準受給電力量 × ①二酸化炭素排出係数          

＋ ②基準受給電力量 × ②二酸化炭素排出係数          

＋ ③基準受給電力量 × ③二酸化炭素排出係数 ）         

      ÷ 基準受給電力量 
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なお、『７．（４）二酸化炭素排出係数の調整』については、プロジ

ェクト全体の値を報告、精算させていただくこととします。 

 

ヘ）入札価格 

『様式－４．入札価格計算書』について以下の順序で作成し、入札価

格を算定してください。 

まず、発電機ごとに固定費、可変費および合計値を設定し、固定費と

合計値の現在価値（ΣＥ、ΣＫ）を算定した『様式－４．入札価格計算

書』を作成してください。（入札価格の算定は不要です。）ただし、最

終年の月数が１２ヶ月を下回る場合の当該年の可変費は、『４．入札価

格（３）』において毎年同額で設定する可変費を当該年の月数で按分し

た値で設定してください。なお、作成にあたっては、２台目以降の発電

機の受給開始基準日が１台目から１年以上経過する場合でも入札価格計

算書は１年目から受給開始する前提で記載してください。 

次に発電機ごとの現在価値（ΣＥ，ΣＫ）をそれぞれ合計し、資本回

収係数を乗じて得た値を、上記ニ）で算定される基準受給電力量で除し

た値が固定費価格（Ｒ）と入札価格（Ｓ）になります。なお、資本回収

係数の算定に用いる受給期間は、上記ハ）の受給期間とします。 

発電機ごとの現在価値算定および入札価格を算定した『様式－４．入

札価格計算書 』は提案書に添付して提出してください。 

 

  ト）受給料金 

基本料金は、上記へ）で作成した発電機ごとの『様式－４．入札価格

計算書』の各年の固定費を、各年度の月数で按分した値を合計した金額

が、当該年度の固定費となります。次に発電機ごとに算定した当該年度

の固定費を、受給開始時期を勘案した発電機ごとの当該年度の月数で除

し、それらを発電機ごとの受給開始時期にあわせて月ごとに合計した金

額が、１ヶ月の基本料金となります。 

電力量料金は、上記へ）で入札価格を算定した『様式－４．入札価格

計算書』の可変費単価に実績受給電力量の１ヶ月の合計値を乗じた値と

なります。 

『添付資料（５）ハ）（ニ）アクセスコスト（特定負担分）の精算』

については、上記ヘ）で発電機ごとに作成した『様式－４．入札価格計

算書』の年ごとのそれぞれのアクセスコスト（特定負担分）を基準にア

クセスコスト（特定負担分）を精算します。一部の発電機が既に受給開

始している場合は、既に支払った受給料金のアクセスコスト（特定負担
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分）精算額に相当する金額を、残存する受給期間年数で除した値を、残

存する受給期間の年ごとの資本費に加減し、受給料金を調整します。 

        

  チ）契約保証金 

『９．（１）契約保証金（受給契約締結時）』で契約保証金の算定に 

用いる受給最大電力は、上記イ）で設定した募集規模に対する受給最大

電力とします。    

なお、上記イ）で設定した募集規模に対する受給最大電力で受給が開

始された場合は、その日から１ヶ月以内に落札者に契約保証金を返還し

ます。 

 

  リ）受給遅延に対するペナルティ 

上記ロ）で設定した発電機ごとの受給開始基準日を超過した場合の遅

延金算定に用いる契約保証金は、募集規模に対する受給最大電力と受給

開始が遅延した発電機が受給開始していれば段階的に増加するはずであ

った受給最大電力の値（以下｢段階的増加分｣といいます。）の比で按分

して得た段階的増加分の割合に応じた値とします。 

遅延から１年間の期間についても、上記ロ）で設定した受給開始基準

日ごとに判断することとし、１年以内に受給できない場合、または１年

以内に受給開始の見込みのないことが判明した場合は『９．（２）イ）

供給設備の建設・工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除（ロ）、

ロ）アクセス工事の遅延に対する損害等の補償と契約の解除（ロ）』に

より取り扱うこととします。 

 

ヌ）受給開始前後の解約の取り扱い 

『９．（３）解除・解約権』については最初の発電機が受給開始した

日を受給開始の日として取り扱うこととします。 

 

以上、同一場所、複数発電機による一括提案時において、発電機の受給を

段階的に行う場合の取り扱いについて記載しましたが、受給契約の詳細につ

いては、協議にて定めるものとします。
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（13）主な使用語句の説明 

 

「応札者」 

本要綱に基づき提案書を提出される事業者をいいます。 

 

「落札候補者」 

当社が本要綱に基づき評価した結果、落札者となるべき者として中立的機

関に提示した応札者をいいます。 

 

「落札者」          

当社が評価報告書案を中立的機関に提出し、本要綱に基づいて評価が行わ

れていると認められた場合の落札候補者をいいます。         

 

「中立的機関」        

平成２４年９月に策定された「新しい火力電源入札の運用に係る指針」

（その後の改訂含む）に基づき、一般電気事業者が電源調達のための入札を

実施する際の透明性・公平性を確保することを目的として設置された火力電

源入札ワーキンググループをいいます。 

 

「受給最大電力」       

発電設備立地地点近傍の気象台の、夏季の各月最高気温の３０ヶ年平均値

における送電端出力で、当社が落札者から受給できる最大電力（３０分間に

受給できる電力量を２倍した値）をいいます。 

３０ヶ年は、気象庁が公表している平年値と同じ期間とし、昭和５６年か

ら平成２２年までの期間とします。 

 

「受給開始基準日」     

平成３３年４月１日から平成３５年７月１日までの期間の月初（１日）の

うち、応札者が受給開始の日として設定した日をいいます。 

 

「基準利用率」        

基準となる利用率をいい、７０％とします。 

 

「受給電力（量）」       

当社が落札者から受電する電力（量）をいいます。 
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「年間受給電力量」 

当社が落札者から受給する予定の年間の電力量をいい、毎年２月に翌年度

分を当社が決定します。 

 

「年度」「年間」 

  毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間をいいます。ただし、受給開

始の日が４月１日でない場合の受給開始初年度は、受給開始の日から翌３月

３１日まで、最終年度は４月１日から受給期間終了日までを年間または年度

とします。 

 

「年間時間数」 

１年間を時間数で表した値をいい、うるう年の２月を含む年度以外の年度

にあっては８,７６０時間、うるう年の２月を含む年度にあっては８，７８４

時間をいいます。ただし、受給開始の日が４月１日でない場合の受給開始初

年度および最終年度は当該年度の時間数をいいます。 

 

「基準受給電力」 

発電設備立地地点近傍の気象台の、３０ヶ年の平均気温平年値における送

電端出力で、当社が落札者から受給できる最大電力（３０分間に受給できる

電力量を２倍した値）をいいます。 

３０ヶ年は、気象庁が公表している平年値と同じ期間とし、昭和５６年か

ら平成２２年までの期間とします。 

 

「基準受給電力量」      

別段の記載がない限り、「基準受給電力×当該年度の年間時間数×基準利

用率７０％」で算出される電力量をいいます。 

 

「可能受給電力量」     

「基準受給電力×運転可能時間数」で算出される電力量をいいます。 

なお、運転可能時間数は次式により算定した時間をいいます。 

   

運転可能時間数＝当該年度の年間時間数－年間停止日数※×２４時間 

 

※ 年間停止日数は、『８．電力の受給と受給料金の支払い（１）』によ

り当社が承認した当該年度の停止計画に定める発電設備の定期検査や

補修に要する停止日数とします。 
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「実績受給電力量」 

  『添付資料（４）計量装置』で計量された受給電力量をいいます。ただし

当社以外の事業者に販売および余力活用を行った場合は、当社への受給電力

量が対象となります。 

 

「通告電力量」       

落札者が当社へ供給すべき電力量として当社が落札者に通告する３０分ご

との電力量をいいます。 

 

「二酸化炭素排出係数」 

  『様式－１３－１．二酸化炭素排出係数算定書』で算定される(e)排出係数

をいいます。なお、実績排出係数は実績値を基に算定される値とします。 

 

「受給料金」         

受給契約において、当社が落札者に支払う料金のことで、応札時に応札者

が提案した入札価格に基づき算定された、基本料金と電力量料金の合計額を

いいます。 

 

「給電指令」        

発電者の発電設備の運用について、系統運用上の制約その他によって必要

な場合に、当社の給電所等から指令することをいいます。また、ＯＴＭによ

り直接発電出力を調整することも含みます。 

 

「運転パターン」 

通告電力量の１日の推移を示したものをいいます。 

 

「定期検査」       

法令等に定めるところに従い、定期的に発電設備を停止し実施する検査の

ことをいいます。 

 

「夏季」         

毎年７月１日から９月３０日までの期間をいいます。 

 

「冬季」         

毎年１２月１日から翌年の２月末までの期間をいいます。 
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「管内」 

 当社の託送供給約款に定める供給区域を示すもので、具体的には、滋賀県、    

京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県（一部を除く。）、福井県の一

部、岐阜県の一部および三重県の一部をいいます。 

 

「管外」        

日本国内において、「管内」に該当する地域以外の地域をいいます。 

 

「振替供給」      

電気事業法第２４条の３第１項に定める『託送供給』のうち振替供給（一

般電気事業又は特定電気事業又は特定規模電気事業の用に供するための電気

に係るものであって、経済産業省令で定めるものに限る。）をいい、託送供

給約款に基づき電気の振り替えを行うことをいいます。 

 

「受給地点」      

落札者が供給する電力を当社が受電する地点をいいます。 

 

「財産分界点」     

落札者の電力設備と一般電気事業者の電力設備の接続点をいいます。 

 

「保安責任分界点」   

落札者と一般電気事業者との電力設備の保安責任の分界点をいいます。 

 

本要綱において、割引率、エスカレーション率等は％表記としていますが、

入札価格、受給料金、運転維持費、燃料本体費、燃料関係諸費の調整等に用

いる算定式で使用する場合、％表記のものは１００で除した値となります。 
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